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はじめに 

 

研究開発の評価は、研究開発活動の効率化・活性化、優れた成果の獲得や社会・経済への還

元等を図るとともに、国民に対して説明責任を果たすために、極めて重要な活動であり、この

ため、経済産業省では、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成24年12月6日、内閣

総理大臣決定）等に沿った適切な評価を実施すべく「経済産業省技術評価指針」（平成26年4
月改正）を定め、これに基づいて研究開発の評価を実施している。 

 

経済産業省において実施した「三次元造形技術を核としたものづくり革命プログラム（次世

代３次元内外計測の評価基盤技術開発）」は、金属製品、大型部品等の寸法を高精度で計測可

能な高エネルギーX 線 CT 計測装置、その計測性能を客観的に評価するための手法を開発し、得

られた知見を国際標準化につなげるとともに産業界に普及することを通じて、我が国のものづ

くり基盤を強化し、経済成長・国際競争力強化に貢献することを目的として、平成 25年度から

平成 27 年度まで実施したものである。 

 

今般、省外の有識者からなる次世代３次元内外計測の評価基盤技術開発プロジェクト終了時

評価検討会（座長：高増 潔 東京大学大学院総合研究機構 教授）における検討の結果とり

まとめられた、「三次元造形技術を核としたものづくり革命プログラム（次世代３次元内外計

測の評価基盤技術開発）（プロジェクト）技術評価結果報告書（終了時評価）」の原案につい

て、産業構造審議会産業技術環境分科会研究開発・イノベーション小委員会評価ワーキンググ

ループ（座長：小林 直人 早稲田大学研究戦略センター副所長・教授）において、審議し、

了承された。 

 

本書は、これらの評価結果を取りまとめたものである。 
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三次元造形技術を核としたものづくり革命プログラム 

（次世代３次元内外計測の評価基盤技術開発） 

（プロジェクト） 

技術評価結果報告書（終了時評価） 

 

プロジェクト名 
三次元造形技術を核としたものづくり革命プログラム（次世代３次元内外計

測の評価基盤技術開発） 

行政事業レビュ

ーとの関係 
平成 26 年 新 26-0002  

上位施策名 科学技術・イノベーション 

担当課室 産業技術環境局計量行政室 

プロジェクトの目的・概要 

金属製品、大型部品等の寸法を高精度で計測可能な高エネルギーX 線 CT 計測装置、その計測

性能を客観的に評価するための手法を開発し、得られた知見を国際標準化につなげるとともに産

業界に普及することを通じて、我が国のものづくり基盤を強化し、経済成長・国際競争力強化に

貢献することを目的とする。 

近年の工業製品の高機能化は、従来のような外形寸法のみを管理する製造手法では対応が難し

いものとなってきている。また製品の内部欠陥は性能のみならず安全性にも影響するため、高精

度に製品の内外の欠陥や寸法を計測する技術の開発が望まれているが、複雑・精緻な内部形状を

有する数十 cmオーダーの大型部品の寸法や形状を高精度に評価する技術がない。 

本事業では高エネルギー微細 X 線源、および高分解能・高感度検出器をはじめとする基幹部品

の開発・製作を経て、高エネルギー高分解能 X 線 CT 計測装置を実現する。また計測性能を評価

するための分解能評価用ゲージをはじめとする性能評価用ゲージを設計・製作し、開発した高エ

ネルギーX 線 CT 計測装置の性能検証に供するとともに、計測用 X 線 CT の性能評価法にかかる

ISO 国際標準の確立に資する。 

  計量標準および工業標準に裏打ちされた高エネルギー高分解能 X 線 CT を実現することによ

り、国際競争力をもつ我が国のものづくり産業、たとえば自動車分野におけるモジュール部品の

検査や、新エネルギー分野における流体機械部品や電池の検査など、既存の接触式または光学式

測定機、あるいは透過力と分解能の両立しない既存のＸ線ＣＴ装置では対応が著しく困難であっ

た産業計測ニーズに対し、有効なソリューションを提供することができる。 

 

上位施策の中での位置付け 

 経済産業省では、我が国の製造業の大半を所管し、かつ、産業技術分野における知的基盤政策

を推進する立場から、経済成長、産業競争力強化を図る。 

 特に、我が国が強みを有する「ものづくり」において、計測技術は製品やサービスの質及び量

を定量化する重要な知的基盤であり、同時に計測結果の信頼性を保証するものさしとなる計測標

準も計測技術を支える重要な知的基盤である。そのため、これら計測技術の知的基盤の整備を通
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じて、我が国の強みを活かし世界の競争に勝ち抜く「ものづくり」への支援に貢献し、さらには

国際競争力の維持・強化、安全安心の確保、イノベーション創出の環境整備に貢献する。 

予算額等（委託）                           （単位：百万円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 終了時評価時期 事業実施主体 

平成 25 年度 平成 27 年度 ― 平成 28 年度 
産業技術総合研究所 

日立製作所 

H25FY 執行額 H26FY 執行額 H27FY 執行額 総執行額 総予算額 

147 214 76 437 476 
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Ⅰ．研究開発課題（プロジェクト）概要 

 

１．事業アウトカム 

事業アウトカム指標 
高エネルギーX 線 CT 装置の普及 
 

指標目標値 

事業開始時（25 年度） 計画：― 実績：― 

終了時評価時（27 年度） 計画：― 実績：― 

目標最終年度（32 年度予定） 計画：300 億円 

 

 

事業アウトカム指標 
高エネルギーX 線 CT 装置による検査事業の売り上げ見込み等経済波及効果 
 

指標目標値 

事業開始時（25 年度） 計画：― 実績：― 

終了時評価時（27 年度） 計画：― 実績：― 

目標最終年度（32 年度予定） 計画：自動車分野における新素材、複合材料、モジュールなど、

新エネルギー分野における風車の羽、燃料電池、リチウムイオン

電池、航空宇宙分野におけるノズル、タービンブレードなどの検

査への適用。 

 

事業アウトカム指標 
高エネルギーX 線 CT 装置を利用した計測方法の国際規格を策定する。 
 

指標目標値 

事業開始時（25 年度） 計画：― 実績：― 

終了時評価時（27 年度） 計画：― 実績：プロジェクトリーダ獲得 

目標最終年度（32 年度予定） 計画：計測用 X 線 CT の性能評価法にかかる ISO 国際標準の制定。  

 

 

２．研究開発内容及び事業アウトプット 

 

１）高エネルギーX 線 CT 装置の開発 

（１）研究開発内容 

<高エネルギー・微小 X 線源の開発> 

X 線 CT の分解能を決定する要因は多数あるが、最も大きな要因は X 線源の線源サイズである。X 線の

エネルギーが MV 級となると、その線源サイズが小さくなるとターゲットの熱による溶融の問題等の熱
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問題が大きくなり、線源サイズを小さくすことが技術的に難しい。現状の高エネルギーX 線 CT は、ター

ゲットの熱問題のため十分に小さい線源サイズでなく、この大きさの制限により CT 画像の分解能もボケ

が大きくなる。また現在でもマイクロフォーカス X 線 CT という技術があり、この線源サイズは十分小

さく CT 画像の分解能も高いが、X 線エネルギーが低いため透過能力が小さいことが欠点である。 

そこで本研究開発では、高エネルギーでかつ線源サイズを小さくすることができる「みらくる」と名

付けられた小型シンクロトロンを X 線源に用いた。この新しい X 線源は、電子線を加速するマイクロト

ロン部と、その加速した電子を蓄積するシンクロトロン部から成る（図１参照）。このシンクロトロン部

には、ワイヤー型のターゲットが内蔵しており、シンクロトロン部に入射蓄積された電子は、シンクロ

トロン内部を周回する度に、このワイヤー型のターゲットと衝突して制動輻射による X 線を発生する。

線源サイズは、完全にワイヤー型のターゲットの太さで決まることから、直線加速器で問題となるター

ゲットの熱問題は回避できる。ワイヤー径は単純な製作上の問題であるので、事実上は数十マイクロメ

ートル（μm）という細いワイヤー型ターゲットも可能である。しかしながら、このような細すぎるター

ゲットでは X 線の発生量が極めて小さくなることから、ある程度の太さのターゲットが必要と考えてお

り、本研究開発では 100 マイクロメートル（μm）とした。 

 

 

図１ 「みらくる」の構造図 

 

この X 線源を X 線 CT 装置の X 線源として本格的に使用した例はなく、本研究開発において X 線 CT

装置用として新たに開発する必要があった。X 線源としての仕様の他に、CT 装置としての制御系の取合

いや、放射線発生装置の使用許可に係る漏洩線量の仕様など多岐にわたることになった。主な仕様項目

と仕様をまとめると以下となる。 

１）電子運動エネルギー： 3.25MeV 以上 3.5MeV 以下 

２）Ｘ線出力： 0.1(Gy/min)以上､5.0(Gy/min)を超えないこと。 

３）Ｘ線線源サイズ： φ100μm 以下（タングステン製の φ100μm ワイヤーによる） 

４）漏洩線量率： ビーム中心軸から前方 60 度以上の領域で､線源から 1m の距離において､10

（mGy/min）以下であること｡  

５）外部トリガによる X 線出力ができること 

ワイヤー型 
ターゲット 

X 線ビーム 
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６）繰返し周波数： 1 秒間当たり 50～300 パルス  

７）CT 装置との信号取合（制御 IF）を具備していること 

 

<高分解能・高感度検出装置の開発> 

 高分解能・高感度検出装置は、測定ワークを透過して来た X 線検出をする機器の総称である。CT 画像

の高精度化は X 線源の線源サイズを微細化するだけでは不十分で、検出装置に実装する検出器の高密度

化を同時に実現する必要がある。この高密度化のためには、検出素子の薄型化、配列の稠密化、検出回

路の多チャンネル化対応、データ転送系の多チャンネル化対応等々が必要となる。 

検出器の薄型化に関しては、日立製作所で開発している高エネルギーX 線 CT 用の現有の HiR 検出器を

さらに薄型化した新しい検出素子を開発した（本報告書では以下 HiR+（ハイアールプラス）検出器と呼

ぶ）。この HiR+検出器により、従来の 1.3 倍の高密度配列が可能となり、検出器のチャンネル総数も現有

の 750 チャンネルから、970 チャンネルと増やすことができた。 

検出器配列の高密度化に伴い、計測する X 線ビームの太さも細くした。そのため、検出コリメータの

サイズについても、現状の 0.4mm 幅から 0.2mm 幅へと細くした。また、検出器のチャンネル数が増え

ることに対応して、検出回路、ADC 回路、検出コリメータ、検出器ホルダを新たに開発した。図２に、

高分解能・高感度検出装置のブロック図を示す。 

開発した検出回路は、日立製作所で独自に開発して来た検出回路をベースに改良したものである。検

出回路の構成は、検出器からの計測信号を処理するため DAB 基板（Data Acquisition Board）、信号処理

のタイミングを制御するための TCB 基板（Timing Control Board）、DAB 基板と TCB 基板を実装するた

めのバックプレーン基板、検出回路用直流電源、検出回路筐体等からなる。検出器の実装密度の向上に

より処理する検出器チャンネル数が約 1.3 倍に増える。現有機と同じ検出回路で回路製作をすると、その

大きさも約 1.3 倍となり、検出装置の大きさが非常に大きくなる。これは X 線 CT 装置全体の設置スペー

スを大きくするだけでなく、省エネルギーの観点からも看過できない。そのため現有機の検出回路が片

側実装基板である点を改良して、両面基板実装の検出回路を新たに開発した。開発した検出回路の基板 1

枚で 32 チャンネル（片側 16 チャンネル×2）の検出データを処理することができ、これは現有機の 2 倍

の処理量である。 

開発した ADC 回路は、検出回路の出力信号を AD（アナログデジタル）変換し、最終的に 16 ビットの

デジタルデータに変換するものである。このデジタルデータはメモリ上に一時収納された後、イーサネ

ットで接続された運転計画装置に転送される。この ADC 回路は、日立製作所で独自に開発して来た ADC

回路をベースに、多チャンネル化ための改良したものである。 

開発した検出コリメータは、検出器に入射する X 線を細いビームにコリメートして分解能を高める役

割と不要な散乱線が検出器に入ることを防ぐ遮へいの役割を担っている。個々の検出器は、検出コリメ

ータの後段に配置されるが、この配置を正確なものとするために検出器ホルダがある。開発した HiR+検

出器は、この検出器ホルダに実装するものとなる。さらに、検出器は X 線だけでなく可視光にも感度を

有するため、検出器ホルダ部で完全に遮光をしている。検出コリメータも、検出器ホルダも、共に微細

精密加工が必要である。日立製作所では、この微細精密加工技術を、過去二十年以上にわたり蓄積、高

精度化してきた。今回開発した検出コリメータと検出器ホルダも、この微細精密加工技術を使って製作

をしている。 
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図２ 高分解能・高感度検出装置のブロック図 

 

<高精度・高分解能・高耐荷重ワークステージの開発> 

開発したワークステージの装置構成は 4 軸制御とし、回転駆動装置（C 軸）、昇降駆動装置（Y 軸）、並

進駆動装置（X 軸）、前後駆動装置（Z 軸）を有する。そしてワークステージの他に中央制御盤、運転操

作盤、トリガーパルス発生器も含まれている。ワークステージの主要仕様を下表に示す。 

 

表 ワークステージの主要仕様 

項目 仕様 

駆動軸数 4 軸(回転/昇降/前後/並進) 

制御軸数 4 軸(回転/昇降/前後/並進) 

ストローク範囲 

回転：360°エンドレス 

昇降：900mm 

前後：600mm 

並進：50mm 

撮影方式 

・第 3 世代撮影 

・HiBrid 撮影 

・透視撮影 

・静止撮影 
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撮影視野 Φ300mm､Φ450mm､Φ600mm で切替式 

積載質量 最大 50kg 

 

開発した高精度・高分解能・高耐荷重ワークステージの精度仕様と開発結果（実測値）を以下に纏め

る。 

 

１）駆動部仕様値と実測結果 

（１）絶対位置決め精度 

No. 軸名称 仕様値 実測値 

1 X 軸 ±0.006mm 以下 ±0.003mm 以下 

2 C 軸 ±0.008 度以下 ±0.003 度以下 

3 Y 軸 ±0.015mm 以下 ±0.008mm 以下 

4 Z 軸 ±0.073mm 以下 ±0.050mm 以下 

 

（２）繰り返し位置決め精度 

No. 軸名称 仕様値 実測値 

1 X 軸 ±0.006mm 以下 ±0.002mm 以下 

2 C 軸 ±0.008 度以下 ±0.003 度以下 

3 Y 軸 ±0.015mm 以下 ±0.007mm 以下 

4 Z 軸 ±0.073mm 以下 ±0.033mm 以下 

 

（３）静的精度仕様 

No. 項目 仕様値 実測値 

1 X 軸真直度 水平：0.021mm 以内 水平：0.006mm 以内 

  上下：0.030mm 以内 上下：0.002mm 以内 

2 X 軸水平度 ±1.5mm/m 以内 ±0.01mm/m 以内 

3 Z 軸真直度 水平：0.021mm 以内 水平：0.011mm 以内 

  垂直：0.030mm 以内 垂直：0.008mm 以内 

4 Z 軸水平度 ±0.125mm/m 以内 ±0.01mm/m 以内 

5 C 軸鉛直度 ±0.012mm/m 以内 ±0.005mm/m 以内 

6 C 軸ﾃｰﾌﾞﾙ面水平度 0.075mm 以内 0.005mm 以内 

7 C 軸回転ﾃｰﾌﾞﾙの振れ 0.021mm 以内 0.005mm 以内 

8 Y 軸鉛直度(前後方向) ±0.021mm/m 以内 ±0.013mm/m 以内 

9 Y 軸鉛直度(左右方向) ±0.028mm/m 以内 ±0.007mm/m 以内 

 

中央制御盤は、高精度・高分解能・高耐荷重ワークステージのインターフェース機器（I/O ユニット）

の他、トリガーパルス発生器、システム装置の計算機類（運転計画 PC、画像再構成用 WS）を搭載した

ものである。 
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運転操作盤は、オペレータが高精度・高分解能・高耐荷重ワークステージを運転操作するためのもの

である。 

トリガーパルス発生器は、高精度・高分解能・高耐荷重ワークステージの各軸の動きに同期して、高

エネルギー・微小 X 線源装置と高分解能・高感度検出装置が動作するように、同期用のパルスを生成す

るものである。 具体的には、高精度・高分解能・高耐荷重ワークステージのテーブルに取り付けてい

る位置検出器からの位置パルス信号を入力とし、その信号を分周した後、高エネルギー・微小 X 線源装

置への照射トリガーパルス、高分解能・高感度検出装置への取込タイミングパルスと検出タイミングパ

ルスを出力するものである。 

 

<CT 装置のシステムの開発> 

CT 装置のシステムの開発では、高エネルギーX 線 CT 装置の運転制御システム、画像再構成技術を開

発した。具体的には、運転計画装置、運転計画ソフトウェア、画像表示装置、画像表示ソフトウェア、

画像再構成ソフトウェアの開発製作を実施した。 

運転計画装置は、高エネルギーX 線 CT 装置を使ってどのような撮影をするかを計画し、その計画内容

を、装置を構成する機器に情報転送する装置であって、オペレータはユーザインターフェースを介して

この計画を設定するものとなる。運転計画装置は、そのハードウエアとなる計算機システムと、運転計

画ソフトウェアからなる。計算機システムには、外部機器との制御インターフェースを確立するために、

ネットワークポートと、64 チャンネルのデジタル出力ボード、同じく 64 チャンネルのデジタル入出力ボ

ード（入力：32 チャンネル、出力：32 チャンネル）が必要となる。また、オペレータとのユーザインタ

ーフェースがディスプレイ上に常駐し、キーボードとマウスを使って運転計画を作り込んでいくものと

なる。運転計画ソフトウェアは、X 線 CT 装置を運転するための運転計画をオペレータが作成するための

ユーザインターフェースを提供するとともに、そこで作成した計画データを、X 線 CT 装置を構成する機

器に情報転送する機能と、運転中の機器の撮影進捗状況をオペレータへ提供する状態表示機能をもつ。 

画像表示装置は、CT 撮影した計測データを使って CT 画像を再構成し、既定の保存媒体に画像保存を

するとともに、画面上に CT 画像を表示するものである。CT 撮影と画像再構成・表示は、N 断面の撮影

が終わると、次の N+1 断面の撮影が始まり、その N+1 断面の撮影と平行して N 断面目の再構成が実施さ

れる。これにより、全体の撮影が完了してから、プラス 1 断面の再構成を待ってすべての断面の画像化

が完了する。画像表示装置は、そのハードウエアとなる計算機システムと、画像表示ソフトウェアから

なる。この計算機システムでは、再構成演算を所定の時間内に計算しなければならず、高い演算性能が

必要となる。このため再構成演算ソフトウェアに合致した、計算機の仕様、コンパイラ性能が選定して

いる。画像表示ソフトウェアは、CT 撮影した計測データからＣＴ画像を計算する機能と、その結果の画

像を表示する機能をもつ。また、再計算機能や、ビットマップ形式の画像変換の機能をもつ。 

 

<高エネルギー高分解能 X線 CT 装置の整備> 

高エネルギー高分解能 X 線 CT 装置の整備とは、開発した各機器の据付作業と試運転調整作業の

ことである。 

高エネルギー高分解能 X 線 CT 装置は、最大 X 線エネルギー3.5MeV の X 線を発生する放射線発

生装置を使用する。このため、その使用に関しては法令に基づく許可が必要となり、さらにその前

提としての放射線発生装置使用施設が必要である。この放射線発生装置の使用施設に関しては、十
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分な放射線遮へい構造を具備する必要があり、その建設コストも膨大となる。このため、使用施設

として日立製作所で所有している放射線発生装置使用施設であるリニアク試験場（日立パワーソリ

ューションズ勝田事業所内）にて開発を実施した。本リニアク試験場は電離放射線障害防止規則等

の法令を満たす放射線使用施設であり、コンクリート約 2m の放射線遮蔽のある建屋である。本開

発での X 線源の遮蔽も十分であり、放射線発生装置の使用施設としての許可を取得済である。 

リニアク試験場への装置の据付状況を作業手順は、以下の通りである。 

1) ベースプレート据付 

2) ワークステージ本体据付 

3) 検出装置架台据付 

4) X 線源スライドベース据付 

5) 位置調整ベース据付 

6) 検出器ユニット等設置 

7) X 線源本体据付 

8) 分電盤、配線ラック、電線管等の設置 

9) 仮設防塵ハウス設置 

10) エアコン等設置 

11) 機器の精密アライメント 

12) スライス可変コリメータ設置 

 整備が完了した高エネルギー高分解能 X線 CT装置の概観写真を図３に示す。 

 

図３ 高エネルギー高分解能 X線 CT装置の概観写真 

 

装置の据付が完了した後に、試運転調整を実施。その後 CT 性能試験を実施した。CT 性能試験と

Ｘ線源 

スキャナ装置 

検出装置 
ターンテーブル 
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して、空間分解能（MTF 特性）、X 線ファンビーム性能、X 線出力安定性、穴あき試験片による画質

性能を確認した。 

空間分解能の指標である MTF に関しては、ほぼすべての撮影方式において、理論予測と同等の性

能を確認できた。しかしながら、最も空間分解能が高い、撮影視野：Φ300 の HiBrid モードでは、

予測性能（30mm-1）に対して実測性能は 26mm-1と下回る結果となった。この原因は、計測時間の

間に X 線源のターゲット駆動機構が発熱し、ターゲットが動いている（ターゲットドリフト）ため

である。 

空間分解能の評価指標である MTF 特性を測定した結果は以下の通りである。 

 

FOV 600mm 450mm 300mm 
 第 3 世代方式 理論：7.7 Lp/cm  

実測：7.9 Lp/cm 
理論：10.4 Lp/cm  
実測：11.0 Lp/cm 

理論：16.0 Lp/cm  
実測：16.8 Lp/cm 

 HiBrid 方式 理論：15.0 Lp/cm 
実測：15.5 Lp/cm 

理論：20.3 Lp/cm 
実測：20.3 Lp/cm 

理論：30.0 Lp/cm 
実測：25.9 Lp/cm 

 

開発した高エネルギー高分解能 X 線 CT 装置で使っている X 線ファンビーム形状は､左右方向±15

度､上下方向 3mm のファンビームである。このファンビーム内での X 線出力の空間分布は、ファン

ビーム中心をピークに、左右均等な空間分布であった（図４参照）。一方、先のターゲットドリフト

により、X 線の照射開始からの経過時間によって、この空間分布が時間と共に変わっていることが

分かった。この空間分布の変化は、直接 CT 画像へ影響があり、アーチファクトの原因や、空間分

解能の劣化を引き起こしている。さらに X 線出力の短時間変化を確認した（図５参照）。開発したシ

ステムでは、ワークステージの回転に同期して X 線を照射するようになっている。このとき、ワー

クステージの回転開始後、約 15 秒で徐々に X 線出力が大きくなる。ワークステージの回転開始直後

は、約 60%の出力であるが、徐々に出力は大きくなり 5 秒後で約 90%、10 秒後で約 95%、15 秒後

でほぼ 100%となる。CT 撮影においては、この X 線出力が小さい 15 秒間のデータを使うと CT 画

像にノイズやアーチファクトが発生するため、この 15 秒間のデータを使わない撮影方法を採用した。

すなわち、ワークステージの回転開始角度をゼロ度からではなく、マイナス方向に助走期間を設け

ている。  

 



 

11 
 

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

-16 -12 -8 -4 0 4 8 12 16

検
出
器
出
力

ファンビーム角度（deg）
 

図４ X 線出力の空間分布 
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図５ X 線出力の立ち上がりの様子 

 

高エネルギー・微小 X 線源装置から発生する X 線は最大エネルギー3.5MeV をもつ電子とタング

ステン製ターゲットの相互作用で発生する制動放射の X 線である。この制動放射による X 線のアル

ミ材での減衰曲線を測定した（図６参照）。X 線の平均エネルギーは 1MeV 程度であるが、透過長さ

が長くなるにつれて平均エネルギーは高くなる（線質硬化という）。減衰の全く無い透過厚さゼロで

は、平均エネルギーは 0.82MeV であるが、50mm では 0.94MeV、100mm では 1.09MeV、200mm

では 1.47MeV となっている。 
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図６ X 線減衰曲線 

 

穴あき試験片の撮像試験結果を纏める｡撮影した穴あき試験片は、ステンレス、アルミ、アクリル

の三種類の材質で､直径は 100mm で同じである（図７参照）｡この円盤の中に、0.2mm、0.3mm、

0.4mm、0.5mm、0.6mm、0.7mm、0.8mm、1.0mm の八種類の穴があいている。また各径の穴は 5

個で中心間隔が穴直径と同じ間隔で開いている。これらの 5 個の穴が、分離識別できるかで分解能

を定量化することができる。実際の評価では､画像の雑音量を評価し、その雑音量と MTF 特性から

分離識別可能な穴径を算出（解析値とよぶ）。この解析値よりも大きな穴径で、最も小さいものが実

際に分離識別できているかを確認した。 

第 3 世代撮影方式で撮影視野：Φ300mm の場合、ステンレス材のときの画像雑音量は、3 シグマ

雑音量で約 39%であった。この雑音量のときの空間分解能を MTF 特性から算出すると 0.27mm と

なる。実際に CT 画像では穴径 0.3mm が分離識別できていた。同様にアルミ材のときの画像雑音量

は、3 シグマ雑音量で約 29%であった（図８参照）。この雑音量のときの空間分解能を MTF 特性か

ら算出すると 0.24mm となる。実際に CT 画像では穴径 0.3mm が分離識別できていた。またアクリ

ル材のときの画像雑音量は、3 シグマ雑音量で約 38%であった。この雑音量のときの空間分解能を

MTF 特性から算出すると 0.27mm となる。実際に CT 画像では穴径 0.3mm が分離識別できていた。 
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図７ 穴あき試験片の画像 

 

図８ 穴あき試験片（アルミ材）の第 3世代撮影方式の CT 画像 

 

穴径：０．３ｍｍ 

ＣＴ値 

平均：２９１０ 

標準偏差：２８３ 
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HiBrid 撮影方式で撮影視野：Φ300mm の場合、ステンレス材のときの画像雑音量は、3 シグマ雑

音量で約 71%であった。この雑音量のときの空間分解能を MTF 特性から算出すると 0.23mm とな

る。実際に CT 画像では穴径 0.3mm が分離識別できていた。アルミ材のときの画像雑音量は、3 シ

グマ雑音量で約 56%であった（図９参照）。この雑音量のときの空間分解能を MTF 特性から算出す

ると 0.16mm となる。実際に CT 画像では穴径 0.2mm が分離識別できていた。アクリル材のときの

画像雑音量は、3 シグマ雑音量で約 73%であった。この雑音量のときの空間分解能を MTF 特性から

算出すると 0.23mm となる。実際に CT 画像では穴径 0.2mm が分離識別できていた。 

 

 

図９ 穴あき試験片（アルミ材）の HiBrid 撮影方式の CT 画像 

 

 

<高エネルギー高分解能 X 線 CT 装置の性能評価> 

産総研にて開発した高エネルギーX 線 CT 用分解能評価ゲージを適用して検証した（図１０参照）。 

分解能評価ゲージは、厚さ t（mm）の板を複数枚並列して並べたもので、板と板のすき間も t（mm）

となっている。このゲージでは、板厚 0.05mm から 0.5mm まで、0.05mm ピッチで 10 種類のゲージが

並んでいる。このゲージを CT 撮像し、どこまでの板厚が分離識別できるかを評価した。板の材質は、ス

穴径：０．２ｍｍ 

ＣＴ値 

平均：２８８６ 

標準偏差：５４０ 
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テンレス製、モリブデン製、タングステン製の三種類ある。ステンレス製 第 3 世代撮影方式、撮影視

野：Φ300mm の場合、0.2mm 厚さの板の分解表示が可能であった。以下、モリブデン製 タングステン

製についても同様の結果であった。ステンレス製 HiBrid 撮影方式、撮影視野：Φ300mm の場合には、

0.1mm 厚さの板の分解表示が可能であった（図１１ａ、図１１ｂ参照）。以下、モリブデン製とタングス

テン製では 0.15mm 厚さの板の分解表示が可能であり、0.10mm 厚さの板の分解表示は微妙なところであ

った。撮影視野が 300mm と大きい条件で、0.1mm の空間分解能を確認できたことは本開発装置の性能

の高さを証明するものである。 

 

 
図１０ 分解能評価ゲージの外観写真（ステンレス製） 

 



 

16 
 

 

図１１ａ ステンレス製分解能評価ゲージの CT 画像（FOV：Φ300、HiBrid 撮影方式） 

 

図１１ｂ 図１１ａの赤枠部の拡大図 

 

ｔ＝０．１０ｍｍ ｔ＝０．０５ｍｍ 



 

17 
 

すき間評価ゲージは、大小二つの円柱を変心した状態でくみ上げ、その間にできるすき間を観察する

ものである。今回測定したすき間は、0.05mm となるように、大小円柱を変心している。CT 撮像試験を

実施したすき間ゲージの材質は、アルミ製とタングステン製である。また、このアルミ製の評価ゲージ

では、外側に X 線透過厚さを変えるための同心円ゲージも設置できる。さらに、全体形状を四角形とす

る外側ゲージも設置可能である。全体形状を四角形とする外側ゲージを取り付けたときの透過厚さは

40cm になる。本開発装置では、この大きさの透過厚さに対しても良好な画像を得ることができた（図１

２、図１３参照）。 

 

 
図１２ アルミ製すき間ゲージフルセットの外観写真 
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図１３ すき間評価ゲージ、同心円ゲージ、外側ゲージをつけたときの CT 画像 

 

（２）事業アウトプット 

事業アウトプット指標 

25 年度 

① 高エネルギー・微小 X 線源の開発 

② 高分解能・高感度検出器の開発 

③ 高精度・高分解能・高耐荷重ワークステージの開発 

26 年度 

① 高エネルギー・微小 X 線源の開発 

② 高分解能・高感度検出器の開発 

③ 高精度・高分解能・高耐荷重ワークステージの開発 

④ CT 装置のシステムの開発 

27 年度 

⑤ 高エネルギー高分解能 X 線 CT 装置の整備 

⑥ 高エネルギー高分解能 X 線 CT 装置の性能評価 
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指標目標値（計画及び実績） 

終了時評価時（27 年度） 計画： 

① 微小線源サイズをもつ X 線

源に適した装置とそのター

ゲットを開発する。目標線

源サイズは 100 μm とする。 

 

 

 

 

 

 

② 検出器の薄型化開発（従来

装置の 70%）を実施し、従

来装置の約 1.5 倍である

1000 個以上の検出器配列

を実施する。また、この稠

密配列に対応したスリット

を持つ検出コリメータを開

発する。 

 

 

 

 

③ 寸法で 500mm 以上、質量

40kg 以上の産業用部品の

撮影に対応可能かつ、高精

度な（回転軸ぶれ及び回転

角度の読み取り誤差につい

て）ワークステージを開発

する。 

 

④ 運転計画装置、画像表示装

置、画像再構成ソフトウェ

ア、画像表示コントローラ

を開発するとともに、課題

①～③において開発した各

機器を統合し、高エネルギ

実績： 

① 株式会社光子発生技術研究

所の持っている X 線源技術

を使い、高エネルギー・高

精度 X 線 CT 装置用の新し

い X 線源として開発製作を

実施した。開発した X 線源

は、線源サイズ 100 μm、最

大 X 線エネルギー3.5MV で

ある。(達成) 

 

② 検出器の薄型化開発を実施

し、従来装置の 70%の薄型

を実現した。この検出器の

実装個数についてはシステ

ム最適化を実施した結果、

従来装置の約 1.3 倍である

970 個の検出器配列となっ

た。また、この稠密配列に

対応したスリットを持つ検

出コリメータ、及び検出器

ホルダを開発した。(達成) 

 

③ 高精度・高分解能・高耐荷

重ワークステージとして、

最大寸法 600mm、質量

50Kg で高精度撮像ができ

るワークステージを開発し

た。(達成) 

 

 

④ 運転計画装置、画像表示装

置、画像再構成ソフトウェ

ア、画像表示コントローラ

を開発するとともに、課題

①～③において開発した各

機器を統合し、高エネルギ
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ーX 線 CT 装置のシステム

製作を行う。 

 

⑤ 高エネルギー微細 X 線源、

高分解能・高感度検出器、

高精度・高分解能・高耐荷

重ワークステージを使い、

高エネルギー高分解能 X 線

CT 装置として運転計画ソ

フトウェア及び画像表示ソ

フトウェアによる制御機能

の組み込みを行い、さらに

システム全体の組み立て及

び調整を経て高エネルギー

高分解能 X 線 CT 装置とし

て完成させる。その際、X

線源用ファンビームコリメ

ータ及び検出器用スライス

可変コリメータの製作及び

装置への組み込みを行い、

これらの高分解能化への寄

与を検証する。本事業は空

間周波数表示した MTF（変

調伝達関数）として 2.5mm 
-1 の実現を目指す。 

 

⑥ 開発した高エネルギー高分

解能 X 線 CT 装置の性能評

価を実施する。 

分解能の性能評価に際し、

平成 25 年度事業で開発し

た高エネルギーX 線 CT 用

分解能評価ゲージ（評価範

囲：0.05mm から 5mm）を

適用して検証する。 

ーX 線 CT 装置のシステム

を開発した。(達成) 

 

⑤ 高エネルギー高分解能 X

線 CT 装置を組み上げ、試

験調整を実施し、装置とし

て完成した。空間周波数表

示した MTF（変調伝達関

数）では 2.6mm-1を実現し

た。(達成) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 高エネルギー高分解能 X

線 CT 装置の性能評価を実

施した。特に空間分解能に

ついては高エネルギーX 線

CT 用分解能評価ゲージを

用いて、撮影視野 300mm

において 0.1mm の分解能

を確認した。(達成) 

 

 



 

21 
 

 

＜共通指標実績＞ 

論文数 
論文の 

被引用度数 
特許等件数 

（出願を含む） 
特許権の
実施件数 

ライセンス
供与数 

国際標準へ
の寄与 

プロトタイ
プの作成 

－ － － － － － 1 

 

２）３次元内外計測の評価技術の開発 

（１）研究開発内容 

<分解能評価用ゲージの製作及び X 線 CT 装置の分解能の評価> 

計測用X線CTの測定誤差要因は多数に渡るが、その中でも分解能に関する性能は計測用のみならず

非破壊検査用の装置においても重要な指標と認識されている。高エネルギーX線CTの分解能を評価する

にあたり、その評価すべき長さの範囲を検討した。MeVクラスのX線源をもつ既存の高エネルギーX線CT

は線形加速器を用いた X 線源を採用しており、その線源サイズは 1 mm 程度と言われる。一方、本事業で

開発予定の高精細X線源は 100 µmオーダーの線源サイズを目標としている。そこで、分解能評価用ゲー

ジの代表寸法を分解能ゲージの周期構造部の板厚で代表することとし、代表寸法を 0.05 ～5 mm とする

こととした。分解能評価用ゲージの具体的な構造について、金属と空気をライン・アンド・スペースに対応付

ける周期構造を採用した。分解能の評価に使用できる領域は、高エネルギーX 線 CT では主流となってい

るファンビーム CT に対応できるよう、5×5 mm の断面を有するものとした。この金属と空気の組み合わせ

による開放型の構造は、接触式座標測定機や接触式ナノ座標測定機などを用いてライン・アンド・スペース

の寸法の校正を可能とする特徴があり、この特徴を活かした校正を行っている。 

分解能評価用ゲージを高エネルギーX 線 CT 装置に設置して撮像を行い、続いて再構成演算を行っ

たボリュームデータを表示することによって、周期構造部の明暗の繰り返し構造を再現できている

かどうかにより、目視での簡便な分解能の確認を行うことができた。 

X 線 CT の再構成ボリュームデータの分解能の定量的な評価を行うため、周期構造部で得られた相

対輝度値の分布を用いて分解能を評価する簡便な方法を提案した。これは、再構成ボリュームデータ

の周期構造部での相対輝度値の差が減衰する傾向を定量化するものである。定量化の指標としては幾つ

かの考え方がある。ただし高エネルギーX 線 CT 装置の空間周波数に対する応答、あるいは再構成ソフト

ウェアや面貼りアルゴリズムの空間周波数に対する応答を現状ではブラックボックスとして取り扱う必要が

あると考えられるので、これらの系を最も単純な一次遅れ系と見なして検討を進めた。具体的には一次遅

れ系の単位ステップ応答の時定数として単純なモデル化を行い、系の時定数は単位ステップ応答の 0.632

倍となる空間周波数を応答限界として採用することとした。 

提案した評価方法を、リニアックを X 線源とした既存の高エネルギーX 線 CT 装置に適用したところ、分

解能は 0.7 mm となった（図 14、図 15）。 
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続いて本研究により開発した高エネルギー高分解能X線CT装置に適用したところ、0.1 mm/0.1 mmの

ライン・アンド・スペースを解像することができた。この性能は、撮像視野Φ300 mm において 0.1 mm の分

解能をもつことを示しており、MeV クラスのエネルギーをもつ既存の高エネルギーX 線 CT の中では、世界

的に極めて突出した高い性能を有していることを支持している。 

なお、マイクロメータサイズの X 線源を採用し、撮像倍率が高い条件下ではマイクロメートルオーダの分

解能を発揮し得る既存のマイクロフォーカス X 線 CT 装置がある。ただし、製作した分解能評価ゲー

ジは撮像に要する寸法が約Φ110 mm となっており、このような低倍率の撮像条件では X 線源ではなく、X

線検出器の分解能が支配的に装置の分解能を決定することが知られている。実験的に産総研が保有す

るマイクロフォーカス X 線 CT 装置に、本研究で製作した分解能評価用ゲージを適用した結果、そ

の分解能は 0.4 mm であった。Φ100 mm を越えるような、X線 CT装置にとっては比較的低倍率の撮

像・測定を行う場合、本研究により開発した高エネルギー高分解能 X 線 CT 装置はマイクロフォーカス

X 線 CT 装置を越える性能を発揮していることになる。 

 

<寸法測定精度の評価用ゲージの開発> 

計測用 X 線 CT の精度評価の枠組みは、ISO 国際標準化のプロジェクトとして ISO/TC213/WG10 にお

いて後述するように審議が行われている。ISO 国際標準の枠組みは、座標測定機の測定空間内のグロー

バルな測定誤差を代表する「長さ測定誤差」、及び局所的な測定誤差を代表する「プロービング誤差」につ

いて幾何学的な測定誤差の評価を行うことが標準化される見込みである。 

  長さの測定器として最も基本的な性能指標と位置づけられる、長さ測定誤差の検証は、予めその寸法に

ついて校正された検査用の長さを参照して行う。寸法測定精度の評価用ゲージの形状として、スタイラスフ

ォレスト型のゲージと、ホールプレート型のゲージの 2種類が ISO 国際標準化の審議において候補に挙げ

られている。ホールプレート型のゲージはドイツが採用を主張するゲージであるが、寸法測定に供する形体

である円筒穴の配置が二次元であることなどにより否定的な意見もある。物質透過の影響をほぼ受けない

場合の寸法測定精度を評価するゲージとしてスタイラスフォレストを、また物質透過の影響を受ける場合の

寸法測定精度を評価するゲージとしてステップシリンダを、それぞれ適用する考え方もあるため、物質透過

の影響の大小のそれぞれの場合について寸法測定精度を評価し得る特徴を重視し、スタイラスフォレスト

とホールプレートの組み合わせによる寸法測定精度評価用ゲージを試作することとした。 

  スタイラスフォレストゲージの測定部は、シャフト構造の先端に固定された球の表面である。その球の固

定は通常接着工程が採用される。そのため、スタイラスフォレストゲージの事前の校正等を接触式座標測

定機および幾何誤差評価用段差寸法ゲージを用いて実施する際の剛性、特に接着部の強度を優先し、球

の支持部にはステンレス系の金属材料を使用して機械加工の後取り付けることが多かった。ところがこの

構造では撮像時に、測定部となる球の比重（約 3）の 2 倍以上の比重をもつステンレス鋼の構造が測定部

のごく近傍に位置することとなり、X 線 CT 装置の寸法測定精度の評価に供するゲージとして最適化されて

いるとは言いがたい。そこで、測定部となる球の支持部について、炭素系複合材（比重 約 1.5）を使用し、

接着によって球と支持部とを接合する構造を採用した。 

  本研究により開発した高エネルギー高分解能 X 線 CT 装置に対し、スタイラスフォレストの測定部と物

理的重なり合うようにホールプレートを組み合わせて設置して撮像を行った。撮像結果にはホールプレート

による線質硬化の影響は見られなかった。少なくとも MeV クラスの高エネルギーX 線 CT 装置の長さ測定



 

24 
 

性能評価において、ホールプレートを採用するメリットは線質硬化の影響の抽出という点において明瞭でな

いことを実験的に確認した（図１６、図１７）。 

 
図１６  アルミ製のフォレストゲージ用天板と CFRP ボールシャフトフォレストゲージ 

 
図１７ アルミ製のフォレストゲージ用天板と CFRP ボールシャフトフォレストゲージの撮像イメージ 

 

測定対象物及びその近傍の X 線減弱率を 3 次元的にプロットしたイメージとして X 線 CT 装置の再構成

画像が得られる。密度の異なる材質の境界近傍では X 線減弱率が急激に変化するため、この性質を利用

して測定対象物の輪郭を求めることができる。その際、二つの材質の密度差が十分に大きければ原理的

にはシャープに境界を決定することができる。一方、二つの材質の密度差が相対的に小さい場合、鮮明な

境界を決めることは困難になる。特に撮像した画像に含まれるノイズレベルの影響を強く受ける。密度差が

小さくコントラストの低い場合にどの程度鮮明に境界を決定することができるかの指標はコントラスト分解能

と呼ばれ、その検証を行った。 

密度差を制御する方法として、例えば円筒形状の凸ブロックを、これと同じ直径の円筒穴の開いた凹ブ

ロックに挿入し、コントラストの管理された器物を実現する方法がある。ただしこの場合、凸ブロックと凹ブロ

ックの間の寸法公差及び形状偏差について、評価対象となる X 線 CT 装置の分解能に関する能力に比べ

て無視できる程度に良好な品質にする必要がある。あるいは凹ブロックの円筒穴に密度を調整した造影剤

などを注入し、コントラストの管理された器物を製作する方法も提案されている。これらはいずれも医療用 X

線 CT 装置を対象とした器物であり、産業用 X 線 CT を適用する測定対象物の密度の範囲とは一致してお

らず、また適した密度範囲における低コントラストの状態を実現することも想定されていない。 

  産業用 X線CT に適した低コントラスト分解能の評価を行うための器物を設計・試作した。円筒部の直径
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については、高エネルギーX 線 CT 装置の分解能を考慮し、Φ0.5 mm、Φ1.0 mm、Φ2.0 mm、Φ5.0 mm 

及び Φ10.0 mm の 5 水準とした。また円筒部の材質の密度として、ポリエチレン(0.95) 、ポリフェニレンサ

ルファイド (1.35)、窒化ホウ素(2.1)、マコール(2.52)、アルミニウム(2.8)、及びチタン(4.5)の 6 水準を設定

した。 

一方、これらの円筒部の密度との間でコントラストをつくる媒質を選定するにあたり、媒質の密度を所望

の数値に調整できる重液の採用を検討した。これまでに使用されている重液には、医療用に用いられる造

影剤を希釈するものを除外するとほとんどのものが取扱いにおいて毒性又は危険性を有しており、容易な

取扱い条件のもとで採用することは難しい。唯一、ポリタングステン酸ナトリウムだけが毒性及び危険性に

おいて明示的には指摘されていない。また、ポリタングステン酸ナトリウムの溶媒は水であり、その他の多

数の組成の重液が使用する有機溶媒ではないことも取扱いの容易さの点において利点である。ただし水を

溶媒として用いることの短所は、蒸発によって重液の濃度及が変動しやすいことであると考えられる。そこ

でポリタングステン酸ナトリウムと純水を混合して重液を調整した後、コントラスト分解能ゲージとして X 線

CT 装置での撮像を行う前に表示機能付き密度計を用いて重液の密度の確認を行うこととした。これにより

重液の密度が所望の数値に対して一定の範囲に入っているかどうかを確認することにより、重液の密度

1.0 から約 3 までの範囲で任意に管理することができた。 

コントラスト分解能ゲージの開発により、密度 0.95 から 4.5 の間の円筒形状器物に対し、その周囲の媒

質の密度を 1.0～約 3 まで連続して可変可能とすることにより、3.5～約マイナス 2 の密度差を円筒形状器

物と媒質の間で設定し、実際に X 線 CT による撮像を実現することができた（図１８、表１、図１９、図２０）。 

 

図１８  コントラスト分解能ゲージの外観 
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表１ コントラスト分解能ゲージの代表諸元 

 

 

 

図１９  SPT 重液の密度毎のコントラスト分解能ゲージの撮像イメージ 
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図２０  符号付きコントラストノイズ比(SCNR)の SPT 密度の変化による変動 

 

<画像再構成技術の開発> 

  大規模な画像の再構成に必要な技術として、四分木による画像データ（図２１）上に、対象物の形状に応

じて適応的に空間を分割し、逐次再構成を行う方法を開発した。手法はトップダウン的に、最大の四角形領

域（画像再構成の最大領域）からはじめ、それを再帰的に再分割するものである。本手法の特徴としては、

再分割の判定を、領域のCT 値を積分し面積で割った値（平均CT値）で行い、さらに、この平均CT値をバ

ックプロジェクションで高速に計算するという方法を考案した。これらをプログラムとして実装し、投影データ

に適用することによって計算実験を行い、画像品質及び計算時間の点からの評価により本手法の有効性

を確認した。 

 

 
図２１  ４分木による画像の例 

 

  本研究では、親領域を分割するかどうかを判定する方法について新しい方法を考案した。まず、親領域

の CT 値を積分し面積で割った値（平均 CT 値と呼ぶ）を求める。さらに、親領域を 2×2、あるいは 4×4 の
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四角形領域（子領域と呼ぶ）に分割し、それぞれの子領域の平均 CT 値を求める。もし、親領域が均一な

CT 値で満たされていれば、子領域の平均 CT 値のばらつきは小さいはずである。逆に、親領域の中に境

界がある場合は、ばらつきは大きくなるので、このようなばらつきを計算し、それが大きい場合は分割し、小

さい場合は分割を終了する。これを再帰的に繰り返すことによって、四分木を構成する方法を開発した。 

  また、当該領域における平均 CT 値を計算するために領域内の画素の CT 値をすべて計算してしまうと

総当たりを計算することになりトップダウンのメリットがなくなる。そこで本研究では比較的高速で品質の良

い画像が得られるFBP(Filtered Back Projection)を基本とし、FBPに基づいて平均CT値をバックプロジェ

クションで計算する方法を考案した。 

  以上のアルゴリズムに基づき試作ソフトウェアを作成し、ボトムアップ法との比較などを行った。評価対象

の形状に依存して、細かい突起の部分に関しては本手法での再現性に限界の生じることがあるものの、計

算時間については平均的にボトムアップが 10 秒程度だったことと比較し、本手法は 1 秒程度と大幅な高

速化が達成された。 

 

<画像活用のソフトウェア類の開発> 

本プロジェクトで開発される高エネルギーCT 装置に搭載される X 線検出器は素子の稠密化による多チ

ャンネル化のため、入力となるサイノグラムが高解像度化される。そのため、通常のボクセルモデルによる

CT 再構成法を適用した場合には、莫大な計算量及び計算領域が必要となる。そこで、実用的な計算コスト

で高性能な CT 再構成を可能とするソフトウェアを製作した。 

CT再構成法には、逐次再構成法の一種であるOS-CONVEX法を用いた。逐次再構成の手順は、下記

の手順①~③を繰り返すことにより行う。 

 

① 計算中の CT 画像に対して、X 線透過量を順投影（フォワードプロジェクション）により計算、 

② 計算により得られた X 線の透過量と実測の透過量の差分を計算、 

③ ある検出器に対応する画素を逆投影（バックワードプロジェクション）により算出し、計算と実測の

差分が小さくなるように画像の CT 値を修正。 

 

上記の手順における CT 再構成を行う場合、一般に正方形（2 次元の場合）、あるいは直方体（3 次元の

場合）を均一に分割した直交格子が用いられるが、本開発では計算コスト低減と高精細な再構成を実現す

るために適合的な空間分割を用いた。空間分割法には、2 次元の場合には 4 分木、3 次元の場合には 8

分木を用いることとした。前年度までにコーンビーム型 CT 装置を想定して 8 分木を用いた手順①を行うソ

フトウェア（X 線の透過シミュレータ）は開発済みであったため、本開発ではこれを保有技術として活用し、

開発効率を最適化した CT 再構成ソフトウェアの製作を行った。本製作においては、手順③のバックワード

プロジェクション機能を実装することを中心的な作業とし、それを組み込んだ逐次再構成機能全体を実装す

ることにより、目的とする CT 再構成機能が実現した。 

CT 再構成法はスキャン形式により異なるが、開発したソフトウェアは様々な形式に対応するために、下

記の 3 つの形式での CT 再構成が可能である。 

 2 次元 CT： パラレルビーム形式 

 3 次元 CT： パラレルビーム形式 

 3 次元 CT： コーンビーム形式 
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従来のボクセルモデルによる均一な空間分割と、新たに製作した適合的な空間分割（八分木）による逐

次的 CT 再構成との比較をアルミブロック（サイズは 10×30×50 mm）により行った。コーンビーム CT 撮

像により得られたサイノグラムは 728×920 ピクセルの画像が 800 枚である。適合的空間分割を用いたこ

とにより、物体境界付近の分解能を高く維持しつつ、CT 再構成の速度向上とデータ節約に成功した。この

例においては、計算速度は約 4.8 倍、データ量は約 140 分の 1 となっている。 

 

<内部寸法計測の信頼性を評価する手法の開発> 

  X 線 CT 装置の長さ測定誤差の検証に適用可能な既存のゲージと同等の寸法の評価に対応すること

ができ、既存のゲージと比較してさらに短い寸法についても対応することが可能なゲージを提案した。この

ゲージは径の異なるふたつの中空円筒を用いたもので、一方の円筒を他方の円筒の内側に、互いの円筒

軸が平行となるように、ただし偏心させて設置、固定する構造を基本としている。このとき、偏心量について

調整が可能な調整機構をもっている。外側の中空円筒と内側の中空円筒との間の空隙について、例えば

0.05 mm となるように偏心量を調整することができる。外側の中空円筒は外径 Φ50 mm、内径 Φ41 mm、

また内側の中空円筒は外径Φ35 mm、内径Φ25 mmである。材質はアルミ、チタン、鋼、およびタングステ

ンとした。 

  前節に記載の偏心中空 2 重円筒によるゲージの外形は Φ50 mm であり、MeV 級の高エネルギーX 線

CT の透過力に対し、十分に大きな寸法を有しているとはいえない。そこで、複数の異なる直径の中空円筒

を偏心中空 2 重円筒の外側に同心円状に設置することにより X 線の透過距離を増大し、最大外径 Φ200 

mm にいたる 6 段階の外径を実現可能な構造を採用した。さらにアルミ材質の場合には、1 辺の寸法が

284 mm となる正方形の外殻方形部を設け、最大透過距離が 400 mm を越えるように寸法の決定を行っ

た。 

  試作した内部寸法計測ゲージを高エネルギーX 線 CT 装置に適用して撮像結果を得た。ここで偏心

円筒の間隔の狭い部分を 0.05 mm に調整したため、また間隔の広い部分は 5.95 mm となる。CT 値画像

を目視で観察すると 0.05 mm のギャップを解像できている。 

 

<再構成における表面抽出の高精度化技術開発> 

  産業用 X 線 CT に広く利用される再構成アルゴリズムに、フィルタ補正逆投影法（FBP 法）がある。この

方法は十分な数の投影数が確保でき、透過画像に含まれるノイズ成分が相対的に小さいときに効率的に

動作するとされる。また、何よりも再構成演算に要する計算コストが低い特徴がある。一方、医療用 X 線

CT での利用が多いとされる逐次再構成法は FBP 法とは逆に、投影数が必ずしも十分とはいえない場合

や、透過画像に含まれるノイズ成分が相対的に大きい場合に良好な再構成結果を得ることができるとされ

る。反面、再構成演算に要する計算コストは高い課題がある。 

  高エネルギー高分解能 X 線 CT は撮像可能な最大寸法と分解能の比が大きく、広ダイナミックレンジな

特徴がある。このとき、検出器の画素数が増加するため、検出器の信号対雑音比は低下することになる。

また、装置開発において採用した小型リング加速器による X 線源は、既存高エネルギーX 線 CT に適用さ

れている MeV クラスの X 線源ほどには明るくない。これらの状況から逐次再構成法に対する期待は強く、

本開発課題により処理効率が高く耐雑音性能の優れた画像再構成法の開発に取り組んだ。 

  トップダウン方式の 4分木による逐次再構成法を開発した。まず初期値で与えた格子間隔で再構成領域
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を分割し、CT値を求める。次に各々の格子について、更に細かい格子間隔が必要と判断されれば、ひとつ

の格子間隔を 4 分割し、CT 値を求める。撮像対象の形状の特徴を十分に反映するところまで 4 分割を継

続し処理は終了となる。これにより、高い分解能が必要な領域には細かく、一方分解能が不要な領域には

最低限の情報量でCT値を割り振る。各格子のCT値がもたらす検出器位置で観測される現在の投影値に

ついては順投影アルゴリズムにより、また現在の投影値の偏差を補正するようにCT値を更新することにつ

いては逆投影アルゴリズムにより、それぞれ計算が行った（図２２）。 

 
図２２  4 分木分割による適合的逐次再構成のイメージ 

 

  各格子の投影値の偏差を補正するときのモデルには加算補正（ART 法）や乗算補正（EM 法）などが提

案されているが、本研究では Convex 法を採用することとした。Convex 法は再構成演算につきももの対数

変換に着目し、特に透過距離が長い場合の対信号雑音比の悪化を防止する効果がある。Convex 法を採

用した逐次再構成法の結果は FDK 法による再構成画像と比較すると、ノイズに対する耐性が相対的に高

い結果が得られた（図２３）。 

 

図２３   アルミ製ステップシリンダにおけるコーンビームアーチファクトの現状と低減 

 

トップダウン方式により 4分木分割を逐次的に行うには、分割すべきセルと分割すべきでないセルとの差

別化を行う必要がある。本研究では、現段階の 4 分木セルと、もう 1 段階再分割を行った 4 分木セルとに

ついて、再構成イメージの計算および表面性状の抽出を行い、注目するセルの表面性状に再分割の効果
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が現れるかどうかにより再分割の必要性を判断するアルゴリズムを採用することにした。分割すべき 4 分

木セルについて順次再分割を行い、最終的に分割すべき 4 分木セルが存在しなくなる時点で繰り返し処理

を終了するアルゴリズムを実装した。 

X 線 CT の再構成ボリュームイメージにおいて、異なる密度のふたつの物質間の境界を表面性状として

決定するアルゴリズムの中に、Marching-Cubes 法が知られている。このアルゴリズムは方形格子状のセ

ルの並びの格子点に実数の状態量が与えられている場合に、格子の境界のエッジ上に頂点をもつ表面メ

ッシュを生成するものである。よって 4 分木には適用することができない。そこで、Dual Marching Cubes

法を採用することとした。このアルゴリズムは多重方形格子のセルの中心に実数の状態量が与えられてい

る場合に、双対格子上で表面メッシュの頂点を計算する方法であり、4 分木およびその再分割による多重

セル構造に適用することができる。 

開発した 4 分木による逐次再構成法の効果を確認するため、従来の均一格子による逐次再構成法との

比較を行った。実験対象とした透過画像は 220 kV クラスの産業用 X 線 CT において樹脂製のパイプフラ

ンジの撮像結果から得たものである。パイプフランジはパイプ内径Φ32 mm、フランジ部の外寸 42×42 

mm のものである。200 枚のビュー数の透過画像の画素数は 2048×2048 であったものを 2×2 ビニング

処理により 1024×1024 へと前処理により縮小した。4 分木による逐次再構成における初期値としての格

子数は16×16×16である。この初期値から6回の逐次再構成計算を繰り返し、最終的な再構成結果を得

た。 

均一格子による従来法の場合、ボリュームデータのデータ容量は約3.1 GBとなったが、提案する4分木

逐次再構成法では 26 MB へと縮小した。 

 

<実 CT データへの適用による再構成ソフトウェア適合化開発> 

  経済産業省研究開発事業「平成２６年度三次元造形技術を核としたものづくり革命プログラム（次世代 3

次元内外計測の評価基盤技術開発）」において開発した、高精度・高分解能・高耐荷重ワークステージ、運

転計画ソフトウェア等の開発したソフトウェアに対して、新たに開発したワークステージ駆動ソフト、計測デ

ータ重合処理ソフト、及び運転計画ソフトの開発を行った。 

  ワークステージ駆動ソフトは、ワークステージを駆動するための機械系の制御ソフトウェアである。平

成２６年度に基本部分の開発を完了しているが、今年度の開発において新たに機能を追加した。これは、X

線 CT 装置システムとして運転するために、高エネルギー・微小 X 線源装置の動作特性を反映する必要が

あったためである。 

計測データ重合処理ソフトは、検出装置で計測した検出データを加工して、再構成ソフトウェアへの入力

データとするデータ処理ソフトウェアである。ただし研究期間の間にワークステージ駆動の仕様が大きく変

わった等の外乱要因により、再構成ソフトウェアへの入力データの変更が必要となった。 

 運転計画ソフトは、X線CT装置の運転計画をオペレータがGUI（Graphical User Interface）を用いて設

定し、その設定した計画内容を、高精度・高分解能・高耐荷重ワークステージの制御系と、画像表示装置

のコントローラ系へ転送して CT 装置システムとしての動作を一元管理するソフトウェアである。本ソフトウェ

アは平成 26 年度に基本部分の開発を完了しているが、今年度の開発において新たにソフトウェア機能を

開発した。 
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Measuring Performance for X-Ray Computed Tomography Used as Coordinate Measuring 

System. Int. J. of Automation Technology, 2016. 

9. M. Abe, O. Sato, and T. Takatsuji. Novel evaluation method of low contrast resolution 

performance of dimensional X-ray CT. Wels, Austria, 2016. Proc. 6th conference on 

industrial computed tomography. 

10. S. Kim, A. Sakane, Y. Ohtake, H. Suzuki, Y. Nagai, K. Sato, H. Fujimoto, M. Abe, O. Sato, T. 

Takatsuji. Efficient Iterative CT Reconstruction on Octree Guided by Geometric Errors. 6th 

Conference on Industrial Computed Tomography, Wels, Austria (iCT 2016). iCT2016, 

2016. 

 

（２）事業アウトプット 

事業アウトプット指標 

25 年度 

① 計測結果の信頼性を客観的に評価する手法の開発 

26 年度 

② 計測結果の信頼性を客観的に評価する手法の開発 

③ 画像再構成技術の開発 
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④ 画像活用のソフトウェア類の開発 

27 年度 

⑤ 内部寸法計測の信頼性を評価する手法の開発 

⑥ 再構成における表面抽出の高精度化技術開発 

⑦ 実 CT データへの適用による再構成ソフトウェア適合化開発 

指標目標値（計画及び実績） 

終了時評価時（27 年度） 計画： 

① 分解能評価用ゲージ（評価範

囲 50 µm～1,000 µm）の開

発、製作、分解能評価手法の

提案。 

 

② 測定誤差評価用（評価範囲

400 mm）の製作および幾何

学的誤差の校正手法の開発。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 修正分割アルゴリズムの開

発及び測定ワークの材質や

構造に着目した画像品質の

向上。 

 

 

 

④ 新たな逐次再構成法の実現

に必要なバックワードプロ

ジェクション機能の開発。 

 

 

⑤ 0.05 mm から 400 mm に対

応する内部寸法の計測用ゲ

ージ及び評価法の開発。 

 

実績：達成 

① 分解能評価用ゲージ（評価

範囲 50 µm～5,000 µm）の

開発、製作を経て分解能評

価法を提案した。(達成) 

 

② 評価範囲 400 mm の CFRP

ボールシャフトフォレスト

ゲージを設計、製作、校正

を経て高エネルギーX 線

CT の幾何学的誤差の評価

を行った。また、コントラ

スト分解能の評価用ゲージ

の設計、製作、評価を行っ

た。(達成) 

 

③ 4 分木分割トップダウン方

式による修正分割アルゴリ

ズム及び順投影アルゴリズ

ムを開発し、既存 FBP 法と

比較して画像品質の向上を

確認した。(達成) 

 

④ バックワードプロジェクシ

ョンアルゴリズムを開発

し、基本的な動作検証を行

った。(達成) 

 

⑤ 内部寸法の計測ゲージ及び

評価法の開発を行った。寸

法の測定範囲が 0.05 mmか

ら400 mmにおいて不確かさ
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⑥ 4 分木による適応的逐次再

構成アルゴリズムの計算効

率化、耐雑音性の高品質化。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 逐次再構成法をCT 装置に実

装するにあたり必要となるソ

フトウェアの開発。 

 

が 1 µm から 4 µm を満足す

る内部寸法評価ゲージを設

計・製作し、X 線 CT により効

果を検証した。(達成) 

 

⑥ Convex 法との連携による耐

雑音性の向上、四分木再分

割と Dual Marching Cubes

法の組み合わせによる適応

的逐次再構成に対応した表

面抽出機能を実現した。既

存の均一格子による逐次再

構成アルゴリズムに比較し、

10 倍以上の大幅な再構成ボ

リュームデータの容量削減、

および演算時間の短縮化を

実証した。(達成) 

 

⑦ X 線源の動作特性を把握し

た装置運転ソフトウェア群

（ワークステージ駆動ソフ

ト）、再構成ソフトウェアの入

力データとなる計測データの

変換ソフトウェア群（計測デ

ータ重合処理ソフトと、運転

計画ソフト）を開発した。(達

成) 

 

＜共通指標実績＞ 

論文数 
論文の 

被引用度数 
特許等件数 

（出願を含む） 
特許権の
実施件数 

ライセンス
供与数 

国際標準へ
の寄与 

プロトタイ
プの作成 

10 － － － － － 7 

 

３）国際標準化への取り組み 

（１）研究開発内容 

<概要> 

本事業の成果である高エネルギーX線CTの特性及び計測特性の客観的な評価手法について、計測特

性の定義、寸法及び形状測定精度の評価及び仕様に対する合否判定を内容とする精度評価法を、座標

測定機の精度評価法を審議する ISO/TC213/WG10に対して国際標準化提案した。具体的にはWG10 で
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の合意形成を目的として同ワーキンググループに設置されている X 線 CT タスクフォースへの参画による

情報収集および当該研究成果が反映されるよう主張の展開を行った。また本事業の成果を国際標準化す

るにあたって、当該規格のフレームワークを実験的に検証するためのラウンドロビンテストを主導するととも

にその結果を踏まえた WG10 への日本意見の浸透を図り、NWIP 注 1)/CD 注 2)投票に移行する合意を形成

した。 

注1) NWIP : New Work Item Proposal （新規格の開発提案） 

注2) CD : Committee Draft （技術委員会ドラフト） 

 

<WG10 及び X 線 CT タスクフォースへの参画による情報収集と主張の展開> 
計測用 X 線 CT の産業面での利活用の広がりと期待を反映し、 ISO 国際標準化の作業が

ISO/TC213/WG10 において着手された。この国際標準化の流れの中で、ドイツは自国のガイドライン

VDI/VDE 2617-13 をそのまま ISO 規格化することを提案してきた。 

このガイドラインは、座標測定機の性能評価規格である ISO 10360 シリーズ、特に長さ測定誤差による

性能検査を規定した接触式座標測定機のための ISO 10360-2 及び接触式座標測定機のためのプロービ

ング誤差による性能検査を規定した ISO 10360-5 について、計測用 X 線 CT に適用する場合のガイドライ

ンとして出版された。理念としては既に技術的に確立され産業界に広く普及している ISO 10360 シリーズ

規格との同等性を考慮した記載となっている。これによって、長さ標準にトレーサブルな測定性能の評価を

公的なガイドラインとして出版する一定の意義を果たしたと考えられる。 

  日本はこのガイドラインについて、非測定物の透過画像をもとに再構成を行う X 線 CT に特有な物質を

透過することに起因する測定誤差をほぼ考慮していない課題を指摘した。これにより日本をはじめ米国な

ど主要国の間において、既存の枠組みの延長ではなく、計測用 X 線 CT に特徴的なフレームワークを構築

することの必要性について合意形成を図ることができた。 

 

<国際標準化フレームワークの実験的検証のためのラウンドロビンテスト> 

計測用 X 線 CT の国際標準化にあたって、特に日本とドイツとの間の技術的見解の相違が目立ち、

WG10 での合意形成の大きな障壁となった。特にマテリアル透過の影響をどのような器物でどのような条

件および測定量により検証するかについて、見解の収束を図る必要があった。そこで、WG10 が主催する

国際ラウンドロビンテストを企画し、その実験結果に基づいて合意形成を図ることとなった。 

  日本及びドイツの共同執筆により、ラウンドロビンの目的、器物、データ処理方法、日程計画などについ

てプロトコルを作成し、それに基づいてラウンドロビンテストを実施した。持ち回りは日本・米国・中国ループ

と、欧州ループの 2 系統のループにより実施した。産総研は実際に持ち回りに供される器物及びその校正

値を PTB と連携して提供した（図２４、図２５）。 
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図２４ ラウンドロビンに供したステップシリンダの仕様 

 

 

図２５ ラウンドロビンに供したホールプレートの仕様 

 

  日本からの主張に基づき、ドイツが主張する 45 度傾斜のホールプレート測定は、測定結果に現れる

物質透過の影響がほぼ全ての穴形状についてよく似た相似な傾向となることについて概ね賛同が得られ

た。また、ホールプレート測定を行う場合には、水平姿勢に設置し、X 線 CT のテーブル回転軸方向とホー

ルプレートの穴の軸方向が平行となる姿勢が必須であることについても概ね合意が形成された。一方では
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ステップシリンダについては、最新の適応的閾値決定アルゴリズムなどの進歩により、必ずしも物質透過の

影響を抽出することができるとは限らないことについても概ね合意が形成された。これらの合意により、計

測用X線CTの国際標準化提案を具体的に原案としてまとめる作業に着手することを念頭に、国際標準化

のためのフレームワーク文書を作成した。 

 

<国際標準化フレームワークの検討> 

前回 WG10 会議で合意されたホールプレートとステップシリンダを使用した持ち回り測定の結果の報告

が各参加者から行われた。持ち回りは欧州ループ（PTB，NPL，Werth，Carl Zeiss，Nikon（ただし洪水被

害に起因する棄権となった））、及び日米ループ（NMIJ，North Star）により行われた。欧州ループの結果は

総じて、ステップシリンダの測定誤差の方がホールプレートの測定誤差よりも小さくなる結果を示し、日米ル

ープの結果は互いに非常に似た傾向を示すことを明らかにした。 

産総研からは持ち回り測定のプロトコルが指示する報告内容に加え、ホールプレートの測定誤差につい

ての追加解析結果を報告した。ホールプレートの測定結果に現れるマテリアル透過の影響は、各穴の形状

偏差として現れることを中心に、例えばホールプレートの 45°傾斜姿勢での測定結果では、どの穴の形状

偏差もほぼ同じ傾向で相似に現れることについて実験結果をもとに明らかにした。また、0°姿勢での測定

結果では、各穴の形状偏差が回転対称に現れ、その傾向はホールプレートの外側の輪郭を構成する矩形

の、すなわち回転非対称な形状の影響を強く受けていると示唆されることを示した。これらの結果を基に、

今後の ISO 国際標準化に当たってマテリアル透過の影響を考慮した性能検査を行うための方法として、

0°姿勢のホールプレートの測定を中心に据えて進めることを提案した。これにより、これまで日本から主

張してきたステップシリンダを使用する検査を一旦取り下げることとなった。ただし、0°姿勢のホールプレ

ート測定は、マテリアル透過の影響に注目すると、ステップシリンダ測定と同等の誤差要因を見ていること

になり、日本にとっては名を捨てて実を取ることになる。WG10 の議決には、マテリアル透過の影響を受け

る性能評価法として、0°姿勢のホールプレート測定を中心として検討することが明記された。 

 

<プロジェクトリーダの指名獲得及び NWIP/CD 投票への移行決議> 
計測用 X 線 CT の精度評価法の国際標準開発を行う ISO/TC213 においてプロジェクトリーダへの

指名を獲得し、標準開発を先導して開発に取り組むこととなった。また、これまでのフレームワー

クの構築に対する成果に基づき、NWIP/CD 投票に付すことについて合意形成に成功し、WG10 の決議

を得ることができた。 

 

（２）事業アウトプット 

事業アウトプット指標 

25 年度および 26 年度 

ISO/TC213/WG10 に対して国際標準化提案する｡ 

指標目標値（計画及び実績） 

終了時評価時（27 年度） 計画： 

国 際 標 準 化 提 案 お よ び

NWIP/CD 投票への移行の決議。 

実績：達成 

国 際 標 準 化 提 案 お よ び

NWIP/CD 投票への移行の決議
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を得た。(達成) 

 

＜共通指標実績＞ 

論文数 
論文の 

被引用度数 
特許等件数 

（出願を含む） 
特許権の
実施件数 

ライセンス
供与数 

国際標準へ
の寄与 

プロトタイ
プの作成 

― ― ― ― ― 1 ― 

 

 

３．当省(国)が実施することの必要性 

 

経済産業省では、我が国の製造業の大半を所管し、かつ、産業技術分野における知的基盤政策を

推進する立場から、経済成長、産業競争力強化を図る。 

特に、我が国が強みを有する「ものづくり」において、計測技術は製品やサービスの質及び量を

定量化する重要な知的基盤であり、同時に計測結果の信頼性を保証する計測標準も計測技術を支え

る重要な知的基盤である。そのため、これら計測技術の知的基盤の整備を通じて、我が国の強みを

活かし世界の競争に勝ち抜く「ものづくり」への支援に貢献し、さらには国際競争力の維持・強化、

安全安心の確保、イノベーション創出の環境整備に貢献する。 

本事業は『第 4 期科学技術基本計画』においては「国は、先端的な計測分析技術及び機器につい

て、事業化の主体や利用者を交えた連携体制による開発を進めるとともに、開発された技術や機器

について、大学や企業等の研究開発機関や市場への普及、活用を促進する。」として位置づけられる。 

X 線 CT 技術は主に医療診断用に多く利用されている技術であるが、元々は物理学上の発見を医療

に応用したものであり、理工学、医学など幅広い分野にわたって波及効果とイノベーションをもた

らした。この分野は日本が世界において競争力を有する分野である。 

 この X 線 CT 技術を「ものづくり」に応用するための高エネルギー高分解能 X 線 CT 技術を開発

し、計測標準及びそれを用いた評価手法の確立と国際標準化を一貫して行うことによる社会的性格

の強い知的基盤の形成は、国が実施することが必要である。 

 本事業は、複雑で高度な技術を結集して行う必要があり、事業化の可否の判断の難しさなどから

研究開発リスクが高く、民間には新規に技術開発投資を行う人的・資金的な余裕がないため、国が

関与し、産学官が連携して研究開発を行う必要がある。 

 本事業は、図２６のとおり『技術戦略マップ 2011 計量・計測システム分野』に位置づけられる。 
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図２６ 技術戦略マップ 2011 計量・計測システム分野 

 

４．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ（図２７） 

 

  32 年度における事業アウトカム目標値である以下の 3 項目についてそれぞれ記す。 

① 高エネルギーX 線 CT 装置の普及（平成 32 年度 300 億円） 

本事業によって開発した高エネルギー高分解能 X 線 CT 装置 ”eXTRACT ”の撮像能力などを最大

限に活用し、日本の産業界に向けて活発な情報発信を行うとともにアプリケーション開発を進め、

成果普及を最大化する観点で連携して取り組む。 

本事業のプロジェクトリーダである高辻が会長を務める産総研コンソーシアム「3 次元内外計測
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コンソーシアム」は 14 年度に設立されて活動を開始し、法人会員 31 社、及び個人会員 40 名を数

えるに至っている。3 次元内外計測コンソーシアムは X 線 CT による幾何形状計測に関連する情報

の共通認識化を図りつつ、3 次元内外計測に関する技術情報の情報交換及び利用促進を行い、産学

官の連携を通して関連産業の発展に資するとともに研究成果を広く社会に普及することを目的とし

て活動している。3 次元内外計測コンソーシアムの活動においては、eXTRACT の開発状況および得

られた成果についても、タイムリに情報提供を行い、特に開発に強い関心を寄せている法人会員各

位からのフィードバックをいただいてさらに高度な開発に貢献し得る情報を収集することに継続し

て取り組んでいる。 

eXTRACT の利活用促進およびアプリケーション事例の開拓を目指し、28 年度には 3 次元内外計

測コンソーシアムの法人会員を対象としたテストスキャン事業に着手している。このテストスキャ

ン事業では、まず法人会員向けに調査票を配信し、対象物に関する幾何計測ニーズに関する情報を

収集している。収集される法人会員各社の記載内容に基づいてニーズ情報等を分類し、eXTRACT

に期待される計測のニーズとそれを実現するために必要な技術的ブレークスルーについて整理し、

実際にテストスキャンを実施していく。 

また、28 年度から開始した産総研予算によるプロジェクト「3D 計測エボリューション」では、

3D 造形と 3D 計測との連携によるクローズドループエンジニアリングの実証を目的として、特に 3D

計測については計測用 X 線 CT による内外計測による知見の獲得と共有に期待している。当プロジ

ェクトの推進を通して集積される知見のうち、計測用 X 線 CT に関連するものについては、3 次元

内外計測コンソーシアムの活動とも連動させて情報共有および情報発信を行う。 

これらの活動を通してものづくり産業の中での高エネルギー高分解能 X 線 CT のより一層の活用

および普及にむけて、アプリケーション事例の蓄積を計り、産業界への普及活動を加速させて行く。

最終的に 32 年度における高エネルギー領域を含む計測用 X 線 CT の市場シェア 300 億円に向けて

貢献して行く。 

 

② 高エネルギーX 線 CT 装置による検査事業の売り上げ見込み等経済波及効果 

高エネルギーX 線 CT による検査事業では、例えば自動車産業ではパワートレイン周りの精密加工

された金属部品やダイカスト成形品、また電装系周りでは各種パワー半導体を含む実装基板やその

アッセンブリなど、高エネルギーX 線 CT 装置の適用が期待される製品・部品は多岐に渡っている。

複雑な形状の測定対象物を従来技術である接触式座標測定機等を用いて評価するために必要な工数

に対し、高エネルギーX 線 CT を用いて同じ測定対象物を評価する場合には、測定時間が約 1/10 倍

になるとの報告がある。例えばエンジンブロックの 3 次元形状データを作成するのに従来の形状測

定技術で数ヶ月の期間を要した測定評価の工程について、高エネルギーX 線 CT の導入により、1 週

間に激減した事例がある。 

航空機産業では、CFRP 製品・部品の生産工程における大量のカットロス、NG 部品、期限切れ（劣

化）、また CFRP 製品の品質管理用試験片を精算する必要性などから生じる、全投入 CFRP 量の 30

～50%程度が廃棄される現実がある。こうした工程では材料評価がいかに適切に高速に行えるかが、製品

歩留まりを向上するにあたり極めて重要となる。具体的には、NG 部品に生じた亀裂や気泡などの欠陥を特定し

て分析して切断条件に反映したり、引張試験や変形試験で材料内に生じた繊維の破断や剥離状況を評価したり

して、炭素繊維の含有量や繊維の織込み方法の見直しにつなげることが考えられる。 
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さらに、計測用 X 線 CT 装置の測定性能を長さ標準にトレーサブルに行うには、長さ標準に対し

てトレーサブルに校正された参照標準器を参照して性能評価を行う必要がある。産総研は物理標準

整備計画にしたがい、29 年度までに X 線 CT による幾何形状の標準供給体制を整備する計画により

研究開発に取り組んでいる。この計画では、X 線 CT の性能評価に用いられるフォレスト、ホールプ

レート、ステップシリンダ、各ゲージについての依頼試験の受託を通した標準供給を開始する予定

である。 

 

③ 高エネルギーX 線 CT 装置を利用した計測方法の国際規格を策定する。 

28 年度現在、ISO/TC213 において NWIP/CD 投票に付すことの決議が得られていることから、技

術的見解の一致しない傾向の強いドイツに対する意見の収束に向けた情報発信およびWG10 におけ

る多数派工作を加速し、NWIP/CD 投票の実行を通して規格草案のフレームワークに対する承認を得

る。 

29 年度以降、DIS の審議のステージに国際標準化の段階を進め、関係各国との意見調整を活発に

行う。その際、新たに明らかになった技術的懸案事項については、いち早い課題の明確化を計り、

国内及び関係各国との情報共有・連携のあり方などについて、国益および日本の産業界の利益にか

なう方針を選択してその解消に取り組む。最終的に 31 年度に ISO 国際標準の制定を目指す。 

国内に向けては、3 次元内外計測コンソーシアムを国内対策委員会分科会相当と位置づけて、ISO

国際標準化における技術的懸案事項をいち早く共有するとともに、必要に応じて実験的データ収集

やラウンドロビン測定を企画・実行することによって、日本の産業界の意見を反映した、日本の産

業界の強みをサポートする技術的要求事項となるよう、活動を推進する。また、最新の国際標準化

の進展状況について、国内向け普及セミナーを規格・実行し、国内産業界への普及を後押しする。 

 

 

図２７ 事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 
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５．研究開発の実施・マネジメント体制等（図２８） 

 

研究開発の実施にあたっては、プロジェクトリーダ（産総研：高辻利之）がプロジェクトマネー

ジャーとしてテーマ毎に設定したテーマリーダーのマネジメントを行うことによって全体の工程管

理を実施し、関係機関との連携を密にとってプロジェクトを推進した。具体的には、プロジェクト

リーダのリーダシップのもと、4 回/年度の頻度でプロジェクトリーダ、および各テーマリーダーに

よる運営会を開催することにより、計画通りの研究成果の導出に向けたマネジメント体制作りとそ

の実践を行った。運営会では、各テーマの進捗状況の確認、研究の推進における種々の課題の共有

とその解消に向けた議論、各テーマ間の調整を要する事項についての進捗調整などについて率直に

話題を持ち寄ることにより、遅滞のない研究テーマの推進に心がけた。なお、本事業のプロジェク

トリーダ、およびテーマリーダーはそれぞれ三次元内外計測コンソーシアムの会長および幹事以下

主要メンバとして運営に関与し、本事業の研究開発における情報交換・共有を図っただけでなく、

成果普及においても足並みの揃った活動に取り組んだ。 

本事業において開発の MeV クラスの X 線源を取り扱うためには、第 1 種放射線取扱い主任者の

資格をもつ者が管理監督し、本事業の開発内容について法令等に則って管理運営される放射線管理

区域及びその管理体制が必要不可欠である。本事業の装置開発リーダーである日立製作所 佐藤克利

氏、及び株式会社日立製作所日立事業所核融合加速器部（事業当時）はこれらの条件を満足した資

格、放射線管理区域、および管理体制を保有して運用しており、本事業の推進にあたりこの資格及

び体制のもとで研究開発に取り組んだ。 

本事業において取り組む高エネルギーX 線 CT のための計測標準及び工業標準の開発のためには、

長さの国家標準に対するトレーサビリティを確保するための専門知識と座標測定に関する知見、及

び ISO 国際標準化/JIS 工業標準化を核とした工業標準開発に関する専門知識と工業標準化にかかる

知見が不可欠である。本事業のプロジェクトリーダ、プロジェクトマネージャーである産総研 高辻

利之、評価技術開発、および標準化リーダーである産総研 阿部誠は国立研究開発法人産業技術総合

研究所計測標準研究部門（事業当時）に所属し、計測用 X 線 CT の性能評価法に関する国際標準草

案を審議する ISO/TC213/WG10 における日本のエキスパートとして登録され、これまで ISO 10360

シリーズ（性能評価法）及び ISO 15530 シリーズ（不確かさ見積り）の審議において国際的にも中

心的な役割を果たしてきた。特に、2013 年に制定された ISO 10360-8（光学式距離センサ付座標測

定機）については高辻利之がプロジェクトリーダを務め、ISO 10360 シリーズの中では標準化にお

ける技術的難度が最も高い標準開発を、強いイニシアティブの発揮と国際的な利害調整力のバラン

スにより達成した。高辻利之は本事業の国際標準化の課題となる ISO 10360-11（計測用 X 線 CT）

のプロジェクトリーダの指名を受け、その開発に本事業の終了後も継続して取り組んでいる。なお

産総研 阿部誠は ISO 10360-13（非直交型光学式座標測定機）の開発におけるプロジェクトリーダ

に指名を受け、その開発を推進している。 

本事業の成果物として X 線 CT の高分解能化を図ると、特に再構成計算の演算負荷が増加し、一

方では画像ノイズの影響が相対的に増大することから、計算機の演算負荷が軽く、また画像ノイズ

にロバストな再構成演算アルゴリズムを実現することが重要となる。本事業のソフトウェア開発リ
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ーダーである東京大学 鈴木宏正教授は、3 次元形状に関するデータ処理技術、中でも産業用 X 線

CT の画像処理技術において顕著な研究業績を上げているこの分野の世界的な専門家であり権威と

して内外に広く知られている。本事業における課題解決のため、修正分割とトップダウン方式を組

み合わせた逐次再構成法を開発することをめざし、フォワードプロジェクション、バックワードプ

ロジェクション、再分割の最適化及び投影像を用いた寸法計測などに取り組み、本事業で開発した

システムに統合し、その効果を検証した。 

国民への広報活動として、iCT2014 でのキーノート講演、iCT2016 での一般講演、icOPEN2015

での一般講演、産総研テクノブリッジ 2015 における技術講演により成果普及に務めた。また、3 次

元内外計測コンソーシアムの研究会を 26 年度より 3 回/年度の頻度で開催しており、各々の研究会

において本事業の進捗状況の報告、得られた知見の共有、コンソ－シアム会員からのフィードバッ

ク情報の収集に努め、より一層活発な広報活動を推進するための基盤作りに努めるとともに広報活

動の波及効果の拡大を図っている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【プロジェクトマネージャー】 
産業技術総合研究所 
工学計測標準研究部門 研究部門長 
高辻 利之 

【装置開発リーダー】 
日立製作所 
日立事業所核融合加速器部 

Ｘ線ＣＴ装置設計グループ 
グループリーダ 佐藤 克利 

【評価技術開発、標準化リーダ
ー】 
産業技術総合研究所 
工学計測標準研究部門 
幾何標準研究グループ長 阿部 誠 

【ソフト開発リーダー】 
東京大学 
精密工学専攻 
教授 鈴木 宏正 

（再委託） 

 

図２８ 本事業の実施体制図 

 

６．費用対効果 

 

  投入された国費総額 4 億 3700 万円に対し、本事業のアウトプットとして他に例を見ない、高エ

ネルギー高分解能 X 線 CT 装置及び計量標準と工業標準の一体開発が実現した。開発した X 線 CT

装置はアルミで 400 mm 以上の透過力を有すると同時に、0.1/0.1 mm のライン・アンド・スペース

を解像可能な性能を発揮した。計量標準及び工業標準の開発では、29 年度の X 線 CT のための標準

供給及び 31 年度の ISO 国際標準制定に向け、本事業の終了後も本事業のメンバが主導して開発を

進めている。いずれも本事業のアウトプット目標を達成した上で引続き本事業のアウトカムの達成

に向けて強力に研究開発を推進している。 

  本事業のアウトカムの中で、高エネルギーX 線 CT 装置を含む計測用 X 線 CT 装置の普及およびそ
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の活動を通した、装置製造企業及び装置ユーザ企業を含んでの日本のものづくり産業の振興は、本

事業のメンバ及びその所属団体の業務所掌について狭義に取り組むだけでは達成することができな

い。既に 3 次元内外計測コンソーシアムを通して国内の関連企業に向けた情報発信及び技術情報の

共有を強力に推進している。また NMIJ 計測クラブ「CMM ユーザーズクラブ」の活動を通してさら

に裾野の広げ、潜在的装置ユーザ層に向けたわかりやすい関連情報の発信についても継続して取り

組んでいる。計測用 X 線 CT の ISO 国際標準化と相まって、計測用 X 線 CT 装置はものづくり産業

にとって重要な知的基盤の一角を構成するものとみられ、32 年度のアウトカムの実現に向けたロー

ドマップに記載の実施内容について、社会情勢の変化にも柔軟に対応しつつ取り組んでゆく。 

  ものづくり産業の活動の中で、計測用 X 線 CT を含む測定機それ自体は製品・部品を加工して生

み出すことが無い。一方では計れないものは造れないことも広く認知されたことであり、そのため

測定機の費用対効果を見積もるための方法として、測定機の技術革新が製品の技術革新に直結して

生産性などの向上に大きく寄与する場合について、その製品に関する測定機に起因する経済効果を

見積り、本事業が我が国の経済に及ぼす費用対効果をさらに見積もることとする。 

  我が国を代表するものづくり産業である自動車産業において、リコール発生件数は年間 300 件程

度となっており、自動車の生産台数 500～600 万台程度との比率から、リコール一件あたりのイン

パクトは 2 万台/年となる。高エネルギー高分解能 X 線 CT によりこの内 5 件が未然に防止できると

仮定すると、自動車 1 台あたりのリコール対策費用を 10 万円と見積もることにより、 

20,000 台×5 件×100,000 円=10,000,000,000 円の経済効果が見込まれる。 

  世界最大の炭素繊維メーカーとして東レが有るが、その機関誌 TORAYCA の中の事業拡大方針で

は、30 年近傍 5,000 億円連結売上高になると予測している。炭素繊維に樹脂を浸透させて固めた炭

素繊維強化プラスチックス（CFRP）は、強度が鉄の 4 倍、重量が鉄の 3 分の 1 であり、自動車の

外板や航空機の機体などに使用が期待され、自動車では 30%、航空機では 20%の軽量化に寄与する

とされている。一方 CFRP の課題は高速成形と加工法の開発、製造コストと生産量の増加である。

CFRP は材料自体の性能は優れているが、成形工程中に大量のカットロス、NG 部品、期限切れ、品

質保証用の試験片が生じ、30～50%が廃棄されているという。こうした工程では材料評価がいかに

適切に高速に行えるかが、製品歩留まりを向上するにあたり極めて重要となる。具体的には、NG 部

品に生じた亀裂や気泡などの欠陥を特定して分析して切断条件に反映したり、引張試験や変形試験

で材料内に生じた繊維の破断や剥離状況を評価したりして、炭素繊維の含有量や繊維の織込み方法

の見直しにつなげることが考えられる。これらの CFRP の構造評価で特に問題なのが、内部まで調

べるために切断すると、繊維の配列方向に沿って新たな破断や亀裂が生じてしまい、評価したい元

の欠陥と区別がつかなくなってしまうことである。このような場面では X 線 CT 以外に、欠陥を定

量的に評価できる計測ツールはない。成形工程中に生じる平均廃棄量 40%の 4 つの原因（カットロ

ス、NG、期限切れ、試験片）の内、2 つの原因である NG 部品と試験片に対し、X 線 CT により定

量評価が可能になることで、廃棄量をそれぞれ半分にできるとすると、40%×(2/4)×(1/2)=10% とな

り、全体で 10%の廃棄量低減、すなわち生産歩留まり向上となる。自動車、航空機をはじめとして

余りある需要に対し、生産量の増加は容易に吸収できるとし、30 年時点で 5,000 億円/年×0.1＝500

億円の経済効果が見込まれる。 

  以上のように、計測用 X 線 CT それ自体のマーケット開拓及び拡大による費用対効果に加え、日

本を代表するものづくり産業と位置づけられる自動車及び炭素繊維材料について、計測用 X 線 CT
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に直接に起因する経済効果を見積もったところ、32 年度において 600 億円の経済的インパクトが見

込まれる結果となった。ここに見積を行わなかった日本の他のものづくり産業に対する経済効果を

含め、計測用 X 線 CT の経済的インパクトは本事業において成された国費投入に対し、十分に応え

得るものと考えられる。 
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 Ⅱ．外部有識者（評価検討会等）の評価 

 

１．事業アウトカムの妥当性 

現在の技術ではカバーされていないサイズ及び密度の大型部品の内部形状を評価しようする、未

開発分野の研究課題であり、装置の普及及び検査事業の波及効果は大きいと認められる。また、国

際標準化はこの分野の推進及び国際競争力を強化するために非常に重要であり、世界標準を目指し

得装置を完成させたことは評価できる。 

しかしながら、装置の価格面に問題があり、コンソーシアム参加企業が X 線 CT のユーザになる

かどうかは不透明であり、今後の装置の普及及び検査事業への波及効果は予想したような規模で推

移をするか不明確。 

 

【肯定的所見】 

・（Ａ委員）装置の普及及び検査事業の波及効果は大きいと認められる。 

・（Ａ委員）国際標準化はこの分野を推進するため及び国際競争力を強化するために非常に重要であ

る。予算的なバックアップを含めて、今後のフォローアップが重要である。 

・（Ｂ委員）世界標準を目指して装置を完成させた。 

・（Ｃ委員）現在の技術ではカバーされていないサイズ及び密度の大型部品の内部形状を評価しよう

とする、未開発分野の研究課題である。 

・（Ｄ委員）ISO/TC213/WG10 において、X 線 CT の受入検査規格においてプロジェクトリーダーと

なっている。 

・（Ｄ委員）NWIP/CD 投票の実施が議決されている．  

  

【問題点・改善すべき点】 

・（Ａ委員）装置の普及及び検査事業の波及効果は、予想したような規模で推移するかは不明確であ

る。 

・（Ｂ委員）セットとして市販される場合には X 線源に問題ありと認識した。購入に際して試用すべ

きであった。評価者はこの線源を以前に試用したことがあるが、モリブデンターゲットからの特

性 X 線を得られず、所定の性能が出なかったので、その先の共同開発を諦めた経緯がある。 

・（Ｃ委員）期待される市場規模の根拠が明確でない。 

・（Ｄ委員）今後、コンソーシアム参加企業が X 線 CT のユーザとなるためには、装置の価格面に特

に問題がある。 

 

 

２．研究開発内容及び事業アウトプットの妥当性 

 60cm x 60cm x 60cm 大きさの金属製物体の透視図、および立体像を得る透視装置は存在しなか

ったので、時宜にかなった措置と言えよう。微小Ｘ線源の開発では高エネルギーを達成し、分解能

評価ゲージを作成して分解能の評価を実施するなど、ゲージ及び装置の両方で検証を行っている。

また、国際標準化についても NWIP/CD（新規作業項目/委員会原案）の投票手続きへの移行が議決

され、今後の進展が期待できる。 
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 一方、開発した装置の評価がさらに必要で、外部機関との協力関係があるとよい。評価用ゲージ

や画像構成法の研究を行っているが、測定精度への言及が少ない。また、特許出願がない。 

 

【肯定的所見】 

・（Ａ委員）X 線 CT 装置の開発が目標に従って行われている。評価技術の検討も適切に行え、新し

いゲージの開発が行えた。 

・（Ｂ委員）60cm x 60cm x 60cm 大きさの金属製物体の透視図、および立体像を得ることは、それ

だけの透視装置が存在してこなかったので時宜にかなった措置と言えよう。 

・（Ａ委員）国際標準化は NWIP/CD 投票への移行が決議され、今後の進展が期待できる。 

・（Ｃ委員）国際標準の形成についての寄与が開始されている。 

・（Ｄ委員）微小 X 線源の開発を行い，高エネルギーを達成している。また分解能評価ゲージを作成

し、分解能のテストを行い、ゲージ及び装置の両方について検証を行っている。 

 

【問題点・改善すべき点】 

・（Ａ委員）開発した装置の評価がもう少し必要で、外部機関等との協力関係があるとよい。 

・（Ｄ委員）主として、評価用ゲージや画像構成法の研究を行っている。その結果、測定精度への言

及が少ない。 

・（Ｄ委員）開発項目において、単なる組み合わせ作業（装置の組み合わせ、ソフトウェアの組み合

わせ）が入っている。 

・（Ｄ委員）特許出願がない。 

 

 

３．当省(国)が実施することの必要性 

 先端的な計量・計測システム分野は我が国のものづくりを支える重要な分野であり、新装置、検

査手法、標準化の各段階で国が実施することの利点が明白である。また、本研究開発事業は複雑で

高度な技術を結集して行う必要があり、高額な研究開発費を要することもあって、事前に事業化の

可能性を判断することが難しく、民間企業単独では実施できない。従って、国が実施することが必

要である。 

 一方、さらに先端的な技術への取り組みも必要と思われ、また、国が実施した成果を民間に還元

するための拠点の充実や X 線 CT 装置の低価格化などの方向性が十分に示されていない。 

 

【肯定的所見】 

・（Ａ委員）先端的な計量・計測システム分野は日本のものづくりを支える重要な部分で、国が主体

的に取り組み予算化することが望ましい。X 線 CT 技術を産業界で推進することは重要で、新しい

装置、検査手法、標準化の段階で国が主導することの利点が明確である。 

・（Ｂ委員）報告者からは予想を超えて開発が進んだ旨の発表があったのでこれを受け入れる。 

・（Ｃ委員）本研究開発は、複雑で高度な技術を結集して行う必要があり、また、X 線を高エネルギ

ー化することによる効果が連続的な変化であるため、事前に事業化の可否の判断がむずかしい。

よって国が実施することが必要である。 
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・（Ｄ委員）高額な研究開発費を必要とし、民間企業単独では実施できない。ものづくり産業の製品

における内部欠陥によって生じるリコールを避けることができる効果がある。他の国に先駆けて、

標準供給体制を確立できる。 

 

【問題点・改善すべき点】 

・（Ａ委員）より先端的な部分への取り組みも必要と思われる。 

・（Ｂ委員）X 線源をライナック系に変えて高いエネルギーの X 線を得、対象物の大きさを 60cm x 

60cm x 60cm 以上にする必要があると考える。 

・（Ｃ委員）特になし。 

・（Ｄ委員）国が実施した成果を民間に還元する仕組みが十分ではない。 

・（Ｄ委員）測定拠点の充実やX線CT測定装置の低価格化などの方向性が十分には示されていない。 

 

 

４．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性 

 「３次元内外計測コンソーシアム」が研究成果を広く社会に普及することを目的として活動して

おり、併せてテストスキャン事業も計画されている。また、国際標準化においても、国際規格作成

に着手しており、今後の達成が目標どおりに進むと考えられる。 

 一方、装置の普及、売り上げの向上、国際規格の発行のそれぞれのアウトカムが独立して考えら

れており、連携していない。本研究開発を通じて、微小 X 線源の強度が得られない困難が判明し

たと思われるが、それを踏まえたロードマップの改訂が明確でない。本研究開発で製作した高エネ

ルギー高分解能 X 線 CT 装置を用いた場合の時間短縮効果の有無について実証が必要であろう。 

 

【肯定的所見】 

・（Ａ委員）X 線 CT 装置の普及及び国際標準化に関して、目標どおりの進展が期待できる。特に、

国際標準化では、NWIP/CD 投票への移行が決議されているので、今後の達成が目標どおりに進む

と考えられる。 

・（Ｂ委員）あまり肯定しない。 

・（Ｃ委員）「3 次元内外計測コンソーシアム」が、研究成果を広く社会に普及することを目的とし

て活動している。また、テストスキャン事業として、法人会員を対象として幾何計測に対するニ

ーズを調査しその情報に基づいてテストスキャンを行うこととしている。 

・（Ｃ委員）高エネルギーX 線 CT 装置を利用した計測方法の国際規格制定への関与を進めている。 

・（Ｄ委員）平成 27 年度終了後、産総研の予算による“3D 計測エボリューション”と連携し、発展を

目指している。国際規格は、WG の作業が遅れたため、1 年予定より遅れているが、NWIP/CD 投

票を決議したので、3 年以内の国際規格化が見込まれる。 

 

【問題点・改善とする所見】 

・（Ａ委員）装置の市場規模、検査事業の売り上げ見込みに関しては、規模としてはどこまで達成で

きるかは明確ではない。 

・（Ｂ委員）今回も実施は企業が行なった。企業の資金力がない、どこの企業も手をあげないなどの



 

49 
 

理由がない限り資金または助成金を国が出して選ばれた企業が開発を行なう形式で構わないと考

える。 

・（Ｃ委員）開発を通じて、強度が得られない困難が判明したと思われるが、それを踏まえたロード

マップの改訂が明確でない。高エネルギーX 線 CT によって接触式座標測定機を用いる場合より測

定時間や評価時間が大幅に短縮できた事例が紹介されているが、高エネルギー高分解能 X 線 CT

装置 eXTRACT を用いた場合に同様の時間短縮効果があるかどうかの実証が必要であろう。（時

間短縮ができなくても、高エネルギー領域において分解能が向上したり、高エネルギーでなけれ

ば見えない内部形状が見えたりすることが重要と思われる。） 

・（Ｄ委員）装置の普及、売り上げの向上、国際規格の発行のそれぞれのアウトカムが独立して考え

られており、連携していない。 

 

 

５．研究開発の実施・マネジメント体制等の妥当性 

 プロジェクトマネージャー、各リーダーの役割や能力は妥当であり、実施・マネジメント体制は

明確である。装置開発に実績のあるメーカーとソフトウェア開発で著名な大学教授の技術を結びつ

けるなど、装置開発に必要な各種専門知識と経験を持ち互いに補い合う専門家がバランスよく参加

している。また、装置利用のコンソーシアムを構築し、ユーザの意見を取り入れる体制ができてい

る。 

 一方、完成した X 線 CT 装置の導入には法令等に則った管理区域と管理体制が必要であるが、管

理区域と管理体制が整った導入可能な機関がどのくらいあるかの評価が必要であろう。また、コン

ソーシアムに装置の製品化の可能性のある企業を加えるなど、装置の供給体制の拡充が必要であ

る。 

 

【肯定的所見】 

・（Ａ委員）プロジェクトマネージャー、各リーダーの役割や能力は妥当であり、実施・マネジメン

ト体制は明確である。 

・（Ｃ委員）装置開発に必要な各種専門知識と経験を持ち互いに補い合う専門家が、バランスよく参

加している。 

・（Ｄ委員）装置開発に実績のあるメーカーとソフトウェア開発で著名な大学教授の技術を結び付け、

活用している。 

・（Ｄ委員）見込みのあるユーザのコンソーシアムを構築し、ユーザの意見をとり入れる体制ができ

ている。 

 

【問題点・改善すべき点】 

・（Ａ委員）知財の扱いについては、必ずしも明確でない。 

・（Ｃ委員）完成した eXTRACT を導入するために、法令等に則った放射線管理区域と管理体制が必

要であるが、新たにそれらを導入する機関がどのくらいあるか、また、既存の区域と体制を基盤

として導入可能な機関がどのくらいあるかの評価が必要であろう。その上で、さまざまな測定ニ

ーズに応えられる普及のあり方（拠点方式など）を検討すべきであろう。 



 

50 
 

・（Ｄ委員）コンソーシアムに、見込みユーザだけではなく、製品化の可能性のある企業を入れるな

ど，装置の供給体制の拡充が必要。 

 

 

６．費用対効果の妥当性 

装置の高度さ、優れたアウトプットにより、費用対効果は妥当と考えられる。また、X 線 CT 装

置の普及により、さらに投入した予算以上の経済効果が得られる。 

 一方、費用対効果の説明の大部分が、計測用 X 線 CT 全般について記述されており、高エネルギ

ー高分解能 X 線 CT に特化した期待についての記述が少ない。また、X 線 CT 装置が普及しなかっ

た場合の最悪のケースについての効果測定がないなど、今後の進展に対して明確でない部分もあ

る。ドイツと競争するのであれば、もっと特許件数が多いことが望まれる。 

 

【肯定的所見】 

・（Ａ委員）優れたアウトプットが得られているため、費用対効果は妥当と考えられる。 

・（Ｃ委員）装置の高度さを考えると、投入された国費は当然必要であったと考えられる。 

・（Ｄ委員）X 線 CT の普及により、投入した予算以上の経済効果が得られる。 

 

【問題あり・要改善とする所見】 

・（Ａ委員）アウトカムとの関係については、今後の伸展に対して明確でない部分もある。 

・（Ｂ委員）ドイツと競争するのであればもっと特許数が多いことが望まれる。特許数が少ない理由

はドイツに遅れをとったかもしれない。この項の評価は国際競争の実態の説明がないと評価がで

きない。 

・（Ｃ委員）費用対効果の説明の大部分が、高エネルギーX 線 CT を含む計測用 X 線 CT についての

記述にあてられていて、高エネルギー高分解能X線CTに特化した期待についての記述が少なく、

理解しづらい。 

・（Ｄ委員）X 線 CT が普及しなかった場合、最悪のケースについての効果測定がない。 

 

 

７．総合評価 

限られた予算の中で、各分野の専門家が協力してプロトタイプの装置を完成させたことは評価で

きる。併せて、線源サイズを 1μm にしたときの問題点が明らかになったことも価値がある。本装

置により製品の内部の測定が可能になることによって、製品の内部状態についての新しい知見が得

られる。国際規格を提案し、規格化への道筋を付けたことも今後の進捗が評価できる。 

一方、アウトカムの方向付けは必ずしも明確でなかった。より先端的な技術開発への取り組みが

あるともっとよかった。線源サイズの 1μm のままで､強度を上げる方法の開発は長期的視点で行わ

なければならないだろう。線源サイズと強度のトレードオフについて再検討するべきではないか。

また、装置の価格が高く普及の妨げとなるが、価格を下げる可能性や技術の方向性も示されたい。 

 

【肯定的所見】 
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・（Ａ委員）目的に沿った装置の開発方法は適切で、結果として優れた装置が開発できている。費用

対効果においても妥当性が高い。特に、国際標準化において、今後の進捗が期待できる。 

・（Ａ委員）先進的な計量・計測分野の重要性から、このようなプロジェクトを予算的にもより広く

行うことが期待される。 

・（Ｃ委員）限られた予算の中で、各分野の専門家が協力してプロトタイプの装置を完成したことは

評価できる。線源サイズ 1μm の場合の問題点が明らかになったのは価値がある。 

・（Ｄ委員）国際規格を提案し、規格化への道筋をつけた。 

・（Ｄ委員）X線CTの普及により、製品の内部欠陥を出荷前に発見することによる、リコールの抑

制などによる経済効果が得られる。 

・（Ｄ委員）製品の内部の測定が可能になることによって、内部状態についての新しい知見が得ら

れる。 

 

【問題点・改善すべき点】 

・（Ａ委員）アウトカムの設定の方向付けは必ずしも明確でない。より先端的な技術開発への取り組

みがあるともっとよかった。 

・（Ｃ委員）線源サイズ 1μm のまま強度を上げる方法の開発は長期的視点で行わざるを得ないだろ

う。線源サイズと強度のトレードオフを再検討すべきではないか。 

・（Ｄ委員）装置の価格が高く、普及の妨げとなるが、価格を下げる可能性や技術の方向性が示さ

れていない。 

 

 

８．今後の研究開発の方向等に関する提言 

 X 線源を微小化することにより X 線の強度が弱まってしまった。今後の対応として、強度の増

強の工夫と、低強度のままでの普及の工夫の 2 方向があると考えられる。 

 強度が 10 倍になれば、分解能が少し下がっても利用価値は高まると思われる。また、低強度の

ままの普及の工夫は、拠点方式などが考えられる。 

 X 線 CT 装置については、さらなる小型化・低価格化、供給企業の拡充、直交型の座標測定機に

匹敵する空間分解能・空間精度を有する装置の開発が考えられる。 

 多くの企業の参加を求めるのであれば、運営母体を作り各参加企業の秘密保持を保障しながらの

共用施設の創生または拡充が望まれる。 

 先端的な計量・計測システム分野は日本のものづくりを支える重要な部分。この分野の研究開発

が日本の産業界に与える影響は大きいと考えられる。さらに、計量・計測システムにおいて、より

先端的な部分への取り組みも必要と思われる。また、先端的な計測システムの普及には国際標準化

が重要である。このプロジェクトでは国際標準化を視野に入れ、実際に標準化を推進することがで

きた。このようなプロジェクトに対する十分な支援が期待される。 

 

【各委員の提言】 

・（Ａ委員）先端的な計量・計測システム分野は日本のものづくりを支える重要な部分で、国が主体

的に取り組み予算化することが望ましい。先端的な計量・計測システムにおいて、X 線 CT 技術を
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産業界で推進することは重要で、新しい装置、検査手法、標準化の段階で国が主導することの利

点が明確である。この研究開発によって、日本の産業界に与える影響は大きいと考えられる。 

 さらに、計量・計測システムにおいて、より先端的な部分への取り組みも必要と思われる。装

置開発を含めて、日本のものづくりに影響する基礎的な技術開発は重要で、このようなプロジェ

クトを予算的にもより広く行うことで、官学産業界を含めた多くのプロジェクトの推進が期待さ

れる。 

・（Ａ委員）先端的な計測システムの普及には、国際標準化が重要である。このプロジェクトでは、

国際標準化を視野に入れ、実際に標準化を推進することができた。製品規格などのように、メー

カーや工業会などが対応する国際規格と違い、計測システムの評価に関連する国際規格は、必ず

しも産業界からの支援を十分得られるとは限らない。しかし、従来のプロジェクトでは、標準化

に必要な人件費、旅費などが十分確保できないものが多く、国としてのサポートが必要とされる。

フォローアップを含めて、国際標準化への十分な支援が期待される。 

・（Ｂ委員）経産省プロジェクト評価委員としては初の任務であったので正しい判断ができたかどう

かは不明です。多くの企業の参加を求めるのであれば、運営母体を作り各参加企業の秘密保持を

保障しながらの共用施設の創生または拡充が望まれます。あるいは撮影技師を中心とした有料撮

影母体があっても良いと思います。 

・（Ｃ委員）通常の高エネルギーX 線 CT 装置の線源サイズが 1mm 程度と言われているため、この

研究課題では 100μm サイズの線源を目ざし、実現したが、一方で、強度が弱くなってしまって

いる。これに対する今後の対応として、強度の増強の工夫と、低強度のままでの普及の工夫の２

方向があると考える。 

・（Ｃ委員）強度増強としては、200μmφ サイズや 300μmφ サイズ、あるいは 200μm×500μm の板

で 500μm 面を電子ビーム入射方向に平行に置いたものなどを試す価値があるのではないか。強度

が 10 倍になれば、分解能が少し下がっても利用価値は高まると思われる。低強度のままの普及の

工夫は、拠点方式などが考えられる。 

・（Ｄ委員）X線CT装置のさらなる小型化・低価格化、X線CT装置の供給企業の拡充、直交型の座

標測定機に匹敵する空間分解能・空間精度を有する装置の開発。 

 

＜上記提言に対する担当課の対処方針＞ 

 本事業により、高エネルギー高分解能 X 線 CT 装置、評価用ゲージ及び国際標準案の一体開発が

実現した。特に、高エネルギー高分解能 X 線 CT 装置の性能に関しては 400mm のアルミを透過し

て 100μm の高分解能という世界的に見ても類を見ない性能を達成しその評価技術を開発すること

ができた。これらの成果によって製品の内部状況をより正確に計測できることは、日本の産業界へ

与える影響は大きいものと考えられる。 

なお、外部有識者からの今後の研究開発の方向等に関する提言に対しては、本事業終了後も産業

技術総合研究所と日立製作所との共同研究によって実施される高エネルギー高分解能X線CT装置

の技術開発の中で検討を行っていく。 

また、本事業の成果である高エネルギー高分解能 X 線 CT 装置の普及については、産業技術総合

研究所３次元内外計測コンソーシアムを通じて、民間企業との情報交換と利用促進を図るととも

に、特に強い関心を寄せている企業会員に関しては装置使用のフィードバックを得て、一層高度な
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開発に資する情報の収集や装置の普及への工夫への取り組みを行う。 

さらに、本事業の成果の国際標準化については、ISO/TC213 におけるプロジェクトリーダを獲

得して規格開発を先導して進めることとなった。平成 31 年度の国際標準制定を目指して、関係各

国と情報共有・連携を深め、また上述のコンソーシアムを国内対応委員会分科会として位置づける

ことにより日本の産業界の意見を反映した国際規格となるよう活動を推進する。 
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Ⅲ．評点法による評価結果 

０ 
  評点 A 委員 B 委員 C 委員 D 委員 
１．事業アウトカムの妥当性 2.00  2  2  2  2  
２．研究開発内容及び事業アウトプットの妥当性 2.25  3  2  3  1  
３．当省（国）が実施することの必要性 2.25  3  1  3  2  
４．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップの妥当性 1.75  2  1  2  2  
５．研究開発の実施・マネジメント体制等の妥当性 2.00  2  1  3  2  
６．費用対効果の妥当性 2.00  3  1  3  1  
７．総合評価 2.00  3  1  2  2  
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【評価項目の判定基準】 

評価項目１.～６. 

３点：極めて妥当  

２点：妥当 

１点：概ね妥当 

０点：妥当でない   

 

評価項目７．総合評価 

３点：実施された事業は、優れていた。 

２点：実施された事業は、良かった。 

１点：実施された事業は、不十分なところがあった。 

０点：実施された事業は、極めて不十分なところがあった。 
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Ⅳ．産業構造審議会評価ワーキンググループの所見及び同所見を踏まえた改善点等 

 

評価ワーキンググループの所見【終了時評価】 

※評価ＷＧの指摘を記載する。 

（（「所見」に該当する評価項目を記載する）） 

・＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊。 

・ 

（同上） 

・ 

所見を踏まえた改善点（対処方針）等【終了時評価】 

※評価ＷＧの指摘を踏まえ、各原課において記載する。 

・ 

・ 

・ 

 

評価ワーキンググループの所見【事前評価】 

① 国が実施することの必要性について 計測技術そのものの基盤をつくるという意味で非

常に重要であり、公的資金で取り組むべき事業である。 

② 研究開発資金について 大学が保有するシーズを掘り起こしたことで安価に装置開発が

できることになったと思われるが、予算が少ないのが危惧される。大学のシーズと企業の

装置をつくっていく力を組み合わせた計画づくりのモデルケースの一つになることを期

待。 

③ 研究開発の取り組み方について 利用者側との連携をより一層密にして、装置を作ると

いうよりも、利用に供することが出来るようなものを作るという姿勢で考えるべき。 

④ 成果の普及について 普及の段階になるとさらに付加的な要素が必要になるが、地域の

工業試験所等まで普及できれば非常に有効性を発揮できる。単に装置開発に留まらず、利

用、普及、計測結果（詳細情報）の保護というような多面的な側面を考えながら進めるこ

とが必要。 

所見を踏まえた改善点（対処方針）等【事前評価】 

① 本事業を通じて、我が国の計測基盤を構築して参りたい。 

② 本事業は評価技術を開発することが目的であり、そのために最低限必要となるプロトタ

イプ装置の開発費を予算に計上している。産学官の連携体制により、効果的・効率的に取

り組んで参りたい。なお、装置の大型化、高性能化等を志向する場合は必然的に資金も多

く必要となるが、これは本事業の成果を基に民間主導で取り組むことが適当と考えている。 

③ 事業の実施期間中にユーザを中心としたコンソーシアム等を設置し、ユーザごとに利用

してもらい、性能を確認してもらうとともに、製品化に向けた課題を把握する予定。 

④ ご指摘を踏まえ、装置開発に留まらず、計量標準、評価手法等総合的な開発、及びその

後の成果の普及などにも注意を払い取り組んで参りたい。 
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